                        第２章　震災予防計画
            第１節　災害に強いまちづくり計画
方針
  市及び関係機関は、建築物の耐震化・不燃化、都市の再開発、防災空間の確保等により、総合的かつ面的な都市環境の整備、防災対策の計画的な改善を図り、都市の防災化を推進する。
現況
  地震災害は、地震による直接災害だけでなく、これから誘発される火災をはじめとする様々な二次災害が複合して発生することが特色である。
  こうした地震災害に備えて、都市を構成する施設の防災性の向上に努める。
第１　都市の防災化施策
実施担当　都市整備部都市計画課、関係機関
１　土地利用の誘導
　市域の災害特性にてらした土地利用の規制・誘導を行うことにより、災害発生の回避を図る。
２　防火・準防火地域の指定
(1) 防火地域の指定は、原則として商業地域に行うほか、幹線道路沿いで土地の高度利用を図るべき地域及び防災上不燃化を推進する必要のある地域についてこれを行う。
(2) 準防火地域は、原則として防火地域の周辺において、容積率が 300％以上の区域又は近隣商業地域、密集市街地を指定する。
３　建築基準法第22条区域指定
  防火・準防火地域以外の市街地については、建築基準法第22条区域の指定により、建築物の屋根を不燃材料で造るなど、建築物の不燃化を図る。
４  開発行為の規制
(1) 災害危険区域
  建築基準法第39条に基づく災害危険区域の指定を推進し、規制、指導を強化する。
(2) 宅地規制
  宅地造成等規制法に基づき、宅地造成工事の安全性の確保及び既成宅地に起因するがけ崩れや土砂流出を事前に防止するための規制、指導を行い、宅地造成地の安全を図る。
５　防災都市づくり計画
　「防災都市づくり計画」の策定に努め、都市防災構造化対策を推進するものとする。
第２　道路施設予防計画
実施担当　都市整備部施設管理課・施設整備課、関係機関
方針
　道路は、災害発生の場合の災害対策活動の動脈であることから、市、各道路管理者及び警察等関係機関は、日頃から道路、橋りょうについての危険箇所等の調査、改修及び取締りを実施し、災害時における緊急輸送の円滑化を図る。
    併せて、災害時の応急活動を迅速かつ的確に実施するため、緊急交通路を選定する。
計画
１　道路の調査及び補修等
(1) 道路及び橋りょうの危険箇所の調査
  市管理の道路及び橋りょうのうち、特に未改良道路の危険箇所又は橋りょうの荷重制限の必要箇所を調査して、その状況を把握する。
(2) 維持補修及び改良
  地震による被害の軽減を図るために、上記調査による危険箇所については可能な限りの補修及び改良に努める。
(3) 復旧用資機材等の点検・整備
  地震発生時における道路及び橋りょうの破損・崩壊箇所を迅速に補修するために、工事に必要な資機材、車両等を保有して、平常時から数量及び機能について点検・整備を実施する。
２　道路・橋りょうの整備等
(1) 道路
　市は、災害時における緊急交通路、避難路として重要な役割を果たす道路について、その整備を推進する。
ア  都市計画道路の早期完成を図るとともに、主要な開発地区については区画道路を確保するなど、道路の整備を推進する。
イ　幹線道路をはじめとする新規道路の整備、既設道路の幅員の拡大等を行い、多重ネットワークの拡大に努める。
ウ  広域避難地等へ通ずる避難路となる広幅員道路（幅員15ｍ以上の道路）の整備を推進する。
エ  避難路、延焼遮断空間としての機能を強化するため、既存道路の緑化や無電柱化、不法占有物件の除去や沿道建築物の不燃化に努める。
オ  歩行者の避難のための歩道を整備する。
カ　府の指定する緊急交通路と、市の防災上重要な道路とのネットワーク化を図る。
キ　道路下に防災コミュニティごとに流下式貯水槽の埋設を推進する。
(2) 橋りょう
  老朽化が著しく、水害時に落橋・破損の危険性が大きい橋りょうや交通の障害要因となる幅員の狭い橋りょう等の架け替え・補強に努める。                                        
　　　【付表 2-1-3】 道路橋りょう等の状況
第３　鉄道施設予防計画
実施担当　西日本旅客鉄道㈱和泉砂川駅、南海電気鉄道㈱泉佐野駅
１  西日本旅客鉄道㈱の対策
方針
  西日本旅客鉄道㈱は、ＪＲ施設（阪和線）の災害防止について、線路諸設備の実態を把握するとともに、周囲の諸条件を調査して、地震時においても、常に健全な状態を保持できるよう、諸施設の整備を行うものとするが、概ね次に掲げる施設について、整備強化を図るものとする。
計画
(1) 橋りょう保線等の維持補修及び改良強化
(2) その他防災上必要な設備改良
２  南海電気鉄道㈱の対策
方針
  南海電気鉄道㈱は、地震時における被害を最小限にとどめ、列車の安全運行を確保するため、次の各号に掲げる事項について計画を定め実施する。
計画
(1) 妨害施設の維持改良計画
ア  橋りょうの維持補修及び改良強化
イ  河川改良に伴う橋りょう改良
ウ  法面、土留め維持補修及び改良強化
エ  建物等の維持補修及び改良強化
オ  電線路支持物の維持補修及び改良強化
カ  その他防災上必要な設備改良
(2) 災害警備体制の確立
ア  気象観測装置及び沿線情報装置の整備
(ｱ) 雨量警報装置
(ｲ) 風速警報装置
(ｳ) 地震警報装置
(ｴ) 河川水位警報装置
(ｵ) 冠水警報装置
イ  災害時の配備体制の確立
ウ  警備計画、要注意箇所の警備方法の確立
エ  列車運転規制計画
オ  防災訓練の計画、実施
(3) 災害応急対策用資機材の備蓄及び調達計画
ア  クレーン車、モーターカー、ライトバン、ジャッキ、発電機、レール、枕木、電線類、非常用通信機器、その他資機材
イ  重機械類その他必要な資機材
　  関係企業から緊急調達するための体制の確立と活用計画
第４　防災空間の確保
実施担当　都市整備部施設管理課・施設整備課・都市計画課、関係機関
方針
  市及び関係機関は、市街地を延焼遮断帯により区分することで、地震の場合の同時多発火災の拡大の抑止が可能となるので、公園、道路、河川・ため池、鉄道等の整備にあたっては、延焼遮断帯としての機能を高めるよう整備を進めるほか、避難場所や災害緩衝地帯としての防災空間の確保に努める。
計画
１　公園・緑地の整備
  都市の公園・緑地は、市民の健康増進の場や環境保全の場としての機能のほかに、災害時の避難場所や災害の緩衝地帯（延焼遮断帯等）としての機能を果たす。
  (1) 都市公園の整備                                  
  広域避難地として、面積10ha以上の都市公園（面積10ha未満の都市公園で、避難可能な空地 eq \o\ad(を有する公共施設その他の用に供する土地と一体となって、面積10ha以上となるものを含,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)む。）の整備に努める。
  (2) 一時避難地となる都市公園の整備
  　  近隣の住民が避難する面積１ha以上の都市公園の整備に努める。
  (3) その他防災に資する身近な都市公園の整備
　緊急避難の場所となる街区公園等の整備に努める。
　市は、既設の公園において防災機能の向上に努めるとともに、都市公園、緑地等の整備を図る。併せて、生活用水確保のため、流下式貯水槽等の埋設を推進する。
　　【付表 2-1-5】 公園施設の状況
２　市街地農地によるオープンスペースの確保
　市街地における農地については、都市基盤施設の整った宅地化を促進するとともに、緑地機能等の優れたものとして指定している生産緑地の保全を図り、良好な都市環境の形成と保全を図る。
３　市街地緑化の推進
    延焼遮断機能を有する緑地や並木等、市街地における緑化、緑の保全を推進する。
第５　防災施設及び公共施設等の点検・整備
実施担当　関係各部課、関係機関、施設管理者
方針
  公共、公益施設は避難、救護等にとって重要な施設である。また、危険物施設等は地震発生に際して災害を拡大するおそれがあるので、市、関係機関及び当該施設管理者は次の施設について常に点検を行い、所要の整備を図るとともに、必要な措置又は指導を行う。
計画
１　点検・整備を行うべき公共施設等
(1) 公共施設
ア  道路（橋りょう、トンネル、擁壁等）
イ  河川（堤防、水門等）
ウ  下水道
エ  官公庁建築物
オ  その他
(2) 公益施設
ア  電気
イ  ガス
ウ  水道
エ  電話
(3) 特殊な用途・構造の建築物、施設
ア  高層建築物
イ  学校
ウ  病院
エ  社会教育施設、社会福祉施設
オ  その他
(4) 危険物等施設
ア  危険物
イ  高圧ガス
ウ  火薬類
エ  毒物、劇物
(5) その他施設
ア  放射性物質取扱施設
イ  病原菌取扱施設
２  防災施設の整備検討
  地震時に災害対策の拠点となる防災施設については、消防庁のコミュニティ防災センターや内閣府の防災センター等補助制度による整備事業があり、本市においても今後こうした防災施設の建設、整備等を検討する。
３　防災中枢機能を果たす施設の整備
　災害対策本部を置く市庁舎や消防本部を置く消防庁舎等、防災上中枢的役割を担う施設については、耐震の点検を行うなどして、災害対応力を調査し、問題のあるものについては、十分な災害対応力を備えるよう、改修工事を行うものとする。
第６　建築物災害予防計画
実施担当　消防本部、都市整備部都市計画課・施設整備課、関係機関、施設管理者
方針
  市、消防本部、関係機関及び施設管理者は、一般住宅、公共建築物、高層化・大型化した特殊建築物及び不特定多数の人が使用する施設等に対して査察や防災診断等を実施し、防火性の向上に努める。また、大阪府既存建築物耐震改修促進計画及び泉南市既存建築物耐震改修促進実施計画（以下、「耐震改修計画」という。）に基づき、既存建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に努める。
現況
  関西国際空港の開港とりんくうタウンの整備の進展に伴い、市域に目立ちはじめた高層化・大型化した建築物と、商業・業務施設等、不特定多数の人が使用する施設においては、大型災害発生により、人命に重大な影響を与える事故につながる可能性が高い。こうした建築物は今後とも増加すると予想されるため、その防災対策が必要である。
  建築物全般及び附属施設（一定高度以上の擁壁、煙突、広告塔、エレベーター等）は、その安全確保のため、建築基準法、関係法令及び耐震改修計画等に基づき、審査、確認、指導等を行っている。
【付表 2-1-6】 高層建築物の現況
１  高層建築物の定義
(1) 高さが31ｍを超える建築物
(2) 付表 2-1-7 に掲げる建築物で、その階数が５階以上のもの。
 【付表 2-1-7】 消防法施行令  別表第１　(一)から(四)、(五)イ、(六)、(九)及び(十六)イに関する一覧表
計画
１  一般建築物の耐震性の強化
(1) 新築の木造建築物
  建築主及び建築士会等関係団体に対し、新築建築物の防災上の重要度に応じた耐震・耐火の設計及び施工を行うよう指導・監督する。
(2) 既存の建築物
  府・市耐震改修計画に基づき、昭和56年に新耐震基準（建築基準法）が実施される以前に建てられた建築物を重点に、耐震診断及び必要な耐震改修の促進に努める。
　また、所有者に対し建築物の耐震診断及び補強工事のＰＲを行うとともに老朽建築物については、補強、建替えへの奨励を行う。
ア  特定行政庁（知事）は、特定建築物（一定規模以上の病院、百貨店、ホテル等多数の人が利用する建築物）等の所有者に、耐震改修計画に基づく耐震診断や必要な改修の指導・助言、指示等を行い、進行管理に努める。
イ  一般住宅に対しては、ブロック塀等工作物の安全化や安全な住まい方等を含め、耐震に関する知識の普及啓発に努め、建築物の耐震性強化の重要性を周知徹底させるとともに、府・市の施策に協力を得られるよう、一般向けの指導用パンフレット、資料等を作成し、配付する。
ウ  建築物の耐震性等についての相談等に応えるため、建築技術者及びその団体を活用して診断及び補強方法等の指導を行わせるための組織体制の整備を図る。
エ  市は耐震診断・耐震改修等に対する助成に努め、耐震診断・耐震改修の促進に努める。
２  公共施設等の耐震性の強化
(1) 庁舎、学校等公共施設は、その重要度に応じ、耐震改修計画及び官庁施設の総合耐震診断・改修基準に基づき、耐震診断及び耐震改修の計画的実施に努め、その診断結果に基づき、重要性や緊急性を考慮し、耐震改修の計画的な実施に努める。また、既存の木造建築物についても、耐震・不燃化に努める。
(2) 学校等の教育施設については、仮設等の附属施設以外は、耐震・耐火構造とするとともに、既存の木造施設は、耐震・耐火構造に改築を図る。
(3) 公営住宅については、木造のものは、建替計画を策定し、公営住宅建替事業等の積極的推進に努めるとともに、オープンスペース等の一体的整備に努める。
(4) ピロティ型式等特殊構造の建築物で特に中高層のものは、耐震診断を実施し、必要な改修の実施に努める。
(5) 公共建築物の建築にあたり、防災上の重要度に応じた耐震対策を実施する。
３　建築物の安全性に関する指導等
　府及び市は、建築物の安全性を確保し、住民の生命を保護するため、建築物の敷地、構造及び設備等について、建築基準法等に基づく指導、助言を行う。また、福祉のまちづくり条例等に基づき、不特定多数の人が利用する建築物等の福祉的整備を促進する。
(1) 「災害危険区域」（府建築基準法施行条例第３条）の指定による、建築物の構造制限等
(2) 定期報告制度（建築基準法第12条による特殊建築物等の調査・検査報告）の推進
(3) 都市施設の福祉的整備に関する協議・指導
(4) 液状化対策の啓発
４  高層建築物に対する指導
(1) 実態調査の実施
  高層建築物の災害予防及び火災等の災害発生時における人的、物的被害を最小限にくいとめる諸対策樹立の基礎資料とするため、次の事項について実態調査を行う。
ア  所有者等
イ  建築年月日、構造及び規模
ウ  各階の利用状況
エ  各階の収容人員並びに店舗内及び通路ごとの滞在人口、流動実態
オ  周辺の建物及び道路状況
カ  階段、通路、非常出口、非常階段、防火区画等の位置及び設置数
キ  危険物、ＬＰＧ、その他多量の可燃物の所在
ク  火気使用設備、消防用設備の現況
ケ  自衛消防組織の実態
コ  その他災害の予防に必要な事項
(2) 査察の強化
ア  府の協力を得て建築基準法の規定に基づく査察を強化し、高層建築物の構造、設備等の設置及び維持状況を点検するとともに、違法な状態にあるものについては、その所有者等に対し、必要な改善を行わせ、又はその施設の使用禁止等の必要な措置を命じ、災害の予防に万全を期する。
イ  消防本部は、消防法の規定に基づく査察を強化し、消防用設備等の設置、維持状況及び防火管理の適否について検査を行い、消防関係法令の規定に適合しないもの及び火災が発生した場合、人命に危険があると認められるものについては、その所有者に対し、必要な改善を行わせ、又はその施設の使用停止等の必要な措置を命じ、災害の予防に万全を期する。
(3) 所有者等への指導
  関係機関の指導に基づき、次の事項について積極的に推進する。
ア  防災避難施設の点検整備
(ｱ) 耐火構造、防火構造及び防火区画の点検整備
(ｲ) 内装等建築材料の不燃化及び内装制限
イ  防火管理体制の強化及び消防用設備等の点検整備
(ｱ) 消防計画の整備充実
(ｲ) 自衛消防組織の整備充実
(ｳ) 防火管理者、火元責任者等の防火に関する知識の普及
(ｴ) 共同防火管理体制の確立
(ｵ) 消防用設備等、火気使用設備及び器具の点検整備
(ｶ) 工事中における従事者への監督強化と防災のための計画の協議
(ｷ) 収容人員の管理
(ｸ) 非常用進入口の確保
(ｹ) 照明設備等の落下、倒壊防止装置の徹底
(ｺ) その他防災上必要な事項
ウ  非常用通信設備の整備充実
  施設内の非常通信設備及び消防本部への通報設備の整備充実
エ  利用者に対する責務
  利用者に対し、平常時から非常出口、非常階段、避難設備の設置場所等の広報に努めるとともに、非常時に利用者が効果的に避難できる情報及びその伝達方法の確立に努め、従業員に対して消防計画の周知徹底を図り、所要の訓練を行って、特に利用者の避難誘導体制に万全を期する。
オ  安全性の確保
  高層建築物の特殊性、危険性に鑑み、次のような構造の改善、規模の適正化等、施設自体の安全性の向上に努める。
(ｱ) バルコニーの設置
(ｲ) 防火区画の適正化
(ｳ) 規模の限定
(ｴ) 外壁材、外装材、窓ガラス等の落下防止装置
(ｵ) その他安全性を高める措置
(4) 教育訓練の実施・指導
ア  所有者が実施する防災教育訓練等に対する指導を行う。
イ  消防本部は、高層建築物の災害に対処するために必要な教育訓練を実施するとともに、建築物所有者等の実施する訓練等に協力する。
　(5) 消防資機材等の整備
消防本部は高層建築物の災害に対処するため、はしご車、スノーケル車、照明電源車等の消防資機材の整備充実に努める。
　(6) 消防等による査察・指導等の強化
ア  関係機関は、高層建築物の災害予防及び応急対策計画樹立のための基礎資料とするため、実態調査を実施するとともに相互に情報の交換を行う。
イ  建築基準法、消防法の規定に基づく査察を強化し、構造、設備等の設置及び維持状況を点検するとともに、違法であるものについては、所有者等に対し、必要な改善を行わせ、又はその施設の使用停止等の必要な措置を命ずる。
ウ  建物の所有者、管理者及び占有者に対し、消防法の規定による消防計画の作成、避難誘導訓練の実施、施設の点検・整備、火気使用の監督等の管理上必要な業務を行うよう指導する。
エ  建物の管理が分かれているものについては、共同防火管理体制を確立し、防火管理上必要な業務について協議して定めておくよう指導する。
オ  実態調査に基づき、ビル落下危険物等（窓ガラス、屋外広告物）の改修を指導し、住民及び通行人の安全確保を図る。
５  不特定多数者が使用する施設に対する指導
  病院、マーケット等の不特定多数者が使用する施設は、災害時における安全対策や避難誘導対策の整備が望まれる。こうした施設について査察を実施し、必要な助言、指導を行う。
６　地下空間の浸水防止
　地下駐車場等の出入口における浸水を防止するための防水扉、防水板等施設の具体的事例、融資制度等必要な情報を提供するとともに、民間事業者等に対して、地下空間の浸水防止施設の整備を促進する。
第７　土木構造物の耐震対策の推進
実施担当　都市整備部施設管理課・施設整備課・農林水産課・下水道課、関係機関、施設管理者
方針　
　市、府、近畿地方整備局をはじめ土木構造物の管理者は、自ら管理する構造物について、耐震対策を推進する。
計画
１　基本的考え方
  (1) 施設構造物の耐震対策にあたっては、
ア　供用期間中に１～２度発生する確率を持つ一般的な地震動
イ　発生確率は低いが直下型地震又は海溝型巨大地震に起因する高レベルの地震動を共に考慮の対象とする。
(2) 施設構造物は、一般的な地震動に対しては機能に重大な支障が生じず、また高レベルの地震動に対しても人命に重大な影響を与えないことを基本的な目標とし、市の地域的特性や地盤特性、施設構造物の重要度に則した耐震対策を実施する。
(3) 防災性の向上にあたっては、個々の施設構造物の耐震性の強化のほか、代替性や多重性を持たせるなど都市防災システム全体系としての機能確保に努める。
(4) 既存構造物の耐震補強にあたっては、地震防災上重要な施設から耐震対策を実施する。
(5) 埋め立て地、旧河川敷等の軟弱地盤に設置された構造物については、液状化対策にも十分配慮する。
２　市の土木構造物
　(1) 既存の土木構造物
　市の管理する土木構造物については、地盤・重要度・施工年度等を勘案して耐震診断を実施し、必要に応じて耐震対策を実施する。
　(2) 新設の土木構造物
　　　市が新しく土木構造物を建設する場合には、耐震対策を施すものとする。
３　民間の土木構造物
　(1) 既存の土木構造物
　民間の既存の土木構造物については、地盤、施工年度、災害が発生した場合の被害の度合等を勘案して、耐震診断、耐震対策等の実施を行うよう、啓発を行うとともに、必要に応じて指導を行う。
　(2) 新設の土木構造物
　　　民間において、新しく土木構造物を建設する場合には、必要な耐震対策を指導する。
４　鉄軌道施設
　　高架橋・トンネル等の耐震対策を実施する。
５　道路施設
　　道路橋・高架道路等の耐震対策を実施する。
　　特に緊急交通路の管理者は、耐震診断に基づき補強計画を策定し、補強対策を実施する。
６　河川施設
　河川堤防及び河川構造物については、地震動による壊滅的な破壊により、治水上重大な支障が生ずると判断される箇所に対して耐震対策等を実施する。
７　土砂災害防止施設
　　砂防ダム、急傾斜地崩壊防止施設及び地すべり防止施設等については、必要に応じて耐震対策
を実施する。
８　ため池施設
　　老朽ため池の耐震対策を実施する。
９　海岸保全施設
　　海岸堤防及び海岸構造物の耐震対策を実施する。
第８　街角危険物等災害予防計画
実施担当　都市整備部都市計画課・施設管理課、総務部政策推進課、消防本部、泉南警察署、施設・工作物の管理者
方針
　近年の地震ではブロック塀等の倒壊や瓦・看板・窓ガラス・外装材等の落下等による死者が増加している。市及び施設・工作物の管理者は、地震時に倒壊、落下、転倒して人的被害を与えるおそれのあるものに関して、事前にその除去や防止のための改良・工夫を実施し、その普及を図る。
現況
　ブロック塀等倒壊の危険がある工作物は随所に見られるが、特に狭小道路が続く地区は注意が必要である。また、看板等落下の危険がある工作物は、駅周辺や商店街等に多く見られる。
計画
１  倒壊・落下危険物等の改修
(1) ブロック塀
  ブロック塀の実態を調査し、生け垣・フェンス等への改修・指導を行うとともに、危険回避のための啓発に努める。
ア  調査内容
  高さ、厚さ、控え壁の有無、基礎・鉄筋の状況、老朽化の程度、改修方法
イ  改修の望ましい場所
  公園、学校、公共施設、通学路、道路幅員以上の高さを有する塀、歩道幅員以上の高さを有する塀
(2) 転倒・落下危険物
  泉南警察署等関係機関と連携し、市民や建築物管理者に対して、次に掲げる転倒・落下危険物からの危険を防止するため啓発に努めるとともに、指導・取締りを行う。
ア  ビル落下危険物
  窓ガラス、外壁タイル・モルタル等の外装材、ウィンドクーラー、屋外広告物、高架水槽、煙突等
イ  道路上の障害物
  自動販売機、放置自転車、突出した商品等
(3) 周知
　一般向けの啓発用パンフレット、資料等を作成し、ブロック塀の倒壊、煙突の折損等の防止について周知を図る。
２  家具等転倒防止対策の推進
  住宅、事務所等の建築物内に設置されている家具・事務機器等が地震時に転倒、移動することによって生じる被害を防止するため、転倒防止対策について紹介したパンフレットを市民に配布し、又は「広報せんなん」に随時掲載し、転倒予防方法の啓発・普及を図る。
第９　面的な市街地整備の推進
実施担当　都市整備部都市計画課、関係機関
方針　
　市及び関係機関は、防災上危険な木造密集市街地においては、日常的にも安全・快適なまちとなるよう地区の特性を踏まえ、道路、公園等の公共施設と建物や宅地を一体的抜本的に整備する面的市街地整備手法を活用して、より安全で質の高い都市環境の整備を推進し、災害に強いまちを実現する。
現況
　旧市街地においては老朽木造建築物密集地域が存在し、防災上問題となっているだけでなく、快適な住環境の向上という面からも改善が必要である。
　また、これら旧市街地においては、災害時の避難路や火災の延焼防止、緊急車両活動という観点から重要な生活道路も狭あいな部分が多く存在し、災害時に支障をきたすおそれがある。
計画　
１　木造密集住宅地の整備促進
　防災性向上を図るべき木造密集市街地において、下記の諸施策を重層的に実施し、建物の不燃化、耐震化促進と住宅・住環境や都市基盤施設の総合的整備を図る。
(1) 各種規制・誘導等
ア　防火地域、準防火地域の指定
イ　防災街区整備地区計画
ウ　耐震改修促進計画による耐震診断等の推進
(2) 各種事業の推進
ア　密集住宅市街地整備促進事業
イ　都市防災構造化推進事業
ウ　土地区画整理事業
エ　住宅地区改良事業
オ　住宅市街地総合整備事業
カ　市街地再開発事業
キ　道路事業、街路事業
ク　公園事業
ケ　その他
２　その他の面的な市街地整備
　良好な市街地形成を図るために土地区画整理事業、再開発事業等を推進するとともに、都市防災機能を強化し、災害に強いまちづくりを推進する。

第１０　電気通信施設予防計画
実施担当  西日本電信電話㈱大阪支店
　西日本電信電話㈱大阪支店は、災害等異常時の一般通信サービスの確保を図るため通信施設について、予防措置を講じ、万全を期するものとする。
１　電気通信設備の防災設計
(1) 局舎（電話局等）については、耐震、耐火構造化を行う。
(2) 局舎内に設置する電信・電話・データ通信用機器は、地震動による倒壊、損傷を防止するため、支持金物等による耐震措置をとる。
(3) 非常用電源として、畜電池、発動発電機を常備する。
２　通信設備の確保
(1) 架空ケーブルは、地震等による火災に比較的弱いため、地下化を推進する。
(2) ＮＴＴ西日本相互間を結ぶ地下ケーブル経路の分散化を推進する。
(3) ＮＴＴ西日本間を結ぶ中継回線を地下ケーブルによる有線方式とマイクロ回線による無線方式の両用にする。
(4) 災害時の通信サービス確保のため、あらかじめ措置計画を樹立しておく。
ア　回線の切り換え措置
イ　可搬型無線機、工事用車両無線機及び予備電源車の運用
ウ　重要局所被災時の措置
エ　災害対策用電話回線の作成　
オ　通話利用の制限
３　応急復旧体制の強化
　広範囲な地域において災害が発生した場合、被災設備等の迅速な復旧を図り、通信サービスの確保に万全を期するため、必要な組織において、グループ会社、工事会社等を含めた全国的規模による応援班の編成、応急復旧用資機材の確保と輸送体制、応援者等の前進基地の設営及び作業体制等について計画に基づき確立し、運用する。
４　災害対策用資機材の整備、点検
(1) 通信の全面途絶地帯、避難地等との通信確保のため、災害対策用無線機、移動無線車等を配備し、所内通信設備が被災した場合に対処するため、代替交換装置として大容量可搬型電話局装置を主要地域に配備する。
(2) 災害時の長期間停電に対処するため、移動電源車を配備する。
(3) 災害応急対策及び災害復旧を実施するため、復旧用資材、器具、工具、消耗品等の確保に努める。
(4) 災害対策用機器、資材及び物資等の輸送を円滑に行うため、あらかじめ輸送ルート、確保すべき車両、ヘリコプター等の種類及び数量並びに社外に輸送を依頼する場合の連絡方法等の輸送計画を定めておくとともに、輸送力の確保に努める。
(5) 災害対策用資機材等は、常にその数量を把握しておくとともに、必要な整備点検を行い非常事態に備える。
(6) 非常事態に備え、飲料水、食料、医薬品、被服、生活用備品等の保有量を定め、その確保を図る。
５　防災訓練の実施
(1) 防災を迅速かつ円滑に実施するため、次に掲げる内容の訓練を年１回以上実施する。
ア　災害予報及び警報の伝達
イ　非常招集
ウ　災害時における通信疎通確保
エ　各種災害対策機器の操作
オ　電気通信設備等の災害応急復旧
カ　避難及び救護
(2) 市が行う総合的な防災訓練に参加し、これに協力する。
６　協力応援体制の整備
(1) 他の事業者との協調
電力、燃料、水道、輸送等の事業者と協調し、防災対策に努める。具体的には、商用電源の供給、自家発電用エンジンの燃料及び冷却水等の確保並びに緊急輸送等の協力体制を整備する。
(2) グループ会社との協調
グループ会社、工事会社等と協調し、防災対策に努めるとともに、要員、資機材、輸送等について相互応援体制を整備する。
７　住民への広報
　　災害時の通信輻輳の緩和のため、緊急通話以外の電話の自粛並びに緊急通話する場合にかかりやすい公衆電話等、災害と電話について広報する。
第１１　電力施設予防計画
実施担当　関西電力㈱
方針
　電力施設の防災については、平常時から保安の規程類を始め関係諸規定等に基づき、施設の管理、維持改良を行い、また計画的に巡視点検および測定等を実施する。さらに、地震発生時等の被害を軽減し、かつ、電力の安定供給を図るための措置を講ずる。
計画
１  施設の耐震性の強化等
(1) 変電設備
　機器の耐震は、変電所設備の重要度、その地域で予想される地震動等を勘案するほか、電気技術指針「変電所等における電気設備の耐震対策指針」に基づいて整備を行う。建物については、建築基準法による耐震整備を行う。
(2) 送電設備
ア　架空電線路
  電気設備の技術基準に規定されている風圧荷重が地震動による荷重を上回るため、同基準に基づいた設備とする。
イ　地中電線路
  終端接続箱、給油装置については、「変電所等における電気設備の耐震対策指針」に基づき整備を行う。洞道は土木学会「トンネル標準示方書」等に基づき整備を行う。また、地盤条件に応じて、可とう継手や可とう性のある管路を採用するなど、耐震性を配慮した設備とする。
(3) 配電設備
ア　架空配電線路
  電気設備の技術基準に規定されている風圧荷重が地震動による荷重を上回るため、同基準に基づいた設備とする。
イ　地中配電線路
  地盤条件に応じて、可とう性のある継手や可とう性のある管路を採用するなど、耐震性を配慮した設備とする。
２  電力施設予防点検
  電力設備技術基準に適合するよう定期的に電気工作物の巡視、点検（災害発生の恐れがある場合には特別巡視点検）等を実施するほか、自家用需要家を除く一般需要家の電気工作物の調査を行う。
３  資機材の整備、点検
(1) 資機材の確保
  災害対策用資機材等の必要数を確保しておく。
(2) 資機材の輸送
  災害対策用資機材等の輸送計画を樹立しておくとともに、輸送力確保に万全を期する。
４　防災訓練
　防災意識の高揚を図り、円滑に防災対策を推進するための復旧や情報連絡訓練を実施する。また、市が行う総合的な防災訓練に積極的に参加し、協力するものとする。
第１２　ガス施設予防計画
実施担当　大阪ガス㈱南部事業本部
方針
　大阪ガス㈱は、ガス施設において、災害発生の未然防止はもちろん、災害が発生した場合にも、その被害を最小限にとどめるため、平常時から防災施設及びガス工作物の設置及び維持管理の基準、防災に関する教育訓練、防災知識の普及等について策定する。
計画
１  防災体制
  保安規程に基づき、当社及び関係工事会社等に対し、保安体制並びに非常体制の具体的措置を定める。
２  ガス施設の地震対策
(1) 新設設備はガス工作物の技術上の基準、ガス導管耐震設計指針等に基づき、耐震性を考慮した設計とし、既設設備はその重要度を考慮し計画的に入替え・補強等必要に応じた対策を講じる。
(2) 二次災害の発生を防止するため、緊急遮断装置の設置による導管網のブロック化を進める。
(3) 地震発生時の二次災害防止のために、感震遮断機能を有するマイコンメーター及び遠隔ガス遮断装置及び地区ガバナー感震自動ガス遮断装置の設置を進める。
３　その他防災設備
　(1) 検知・警報設備
　災害発生時において速やかな状況把握を行い所要の措置を講ずるため、必要に応じ製造所、供給所等に遠隔監視機能を持った次の設備を設置する。
ア　地震計
イ　ガス漏れ警報設備
ウ　圧力計・流量計
(2) 連絡・通信設備
　災害時の情報連絡、指令、報告等を迅速に行うとともに、ガス工作物の遠隔監視・操作を的確に行うため、無線通信設備等の連絡通信設備を整備する。
(3) 資機材の整備
　早急に復旧若しくは応急措置ができるよう緊急用資機材を保有し、その点検整備を行う。
(4) 教育・訓練
ア　防災教育
　ガスの製造設備・供給設備に係る防災意識の高揚を図り、ガスに係る災害の発生防止に努めるため、災害に関する専門知識、関係法令、保安規程等について、社員等関係者に対する教育を実施する。
イ　防災訓練
　地震発生時の災害対策を円滑に推進するため、年１回以上被害想定を明らかにした実践的な防災訓練を実施、非常事態にこの計画が有効に機能することを確認する。また、市の行う地域防災訓練に積極的に参加する。
(5) 広報活動
ア　顧客に対する周知
　パンフレット等を利用してガスの正しい使い方及びガス漏れの際の注意事項を周知する。
イ　土木建設関係者に対する周知
　建設工事の際のガス施設損傷による災害を防止するため、ガス供給施設に関する知識の普及を図るとともに、ガス事故防止にあたっての注意事項を周知する。

第１３　ＬＰガス施設予防計画
実施担当　(社)大阪府エルピーガス協会泉南支部泉南市地区
　　　　　(社)大阪府エルピーガス協会保安センター南部事業所
方針
　ＬＰガス施設において、災害発生の未然防止並びに、災害発生時の二次災害の防止と消費先需要家のガス供給確保のために、設備面及び体制面等において総合的な災害予防対策を図るものとする。
計画
１　防災体制
　「大地震における応急対策要綱」に基づき、会員に対し、保安体制並びに非常時措置を定める。
２　ガス施設の地震対策
　容器の転倒防止措置として、チェーン及び強化高低圧ホース等の取り付けの徹底を図るとともに、感震遮断機能付きマイコンメーター並びに耐震自動ガス遮断装置の設置を推進する。また、集中監視システムによる管理を促進する。
３　その他防災活動
　(1) 資機材の整備
　早急に応急措置活動若しくは復旧活動ができるよう緊急用資機材の点検整備を行う。
　(2) 教育・訓練
　地震発生時の災害対策を円滑に推進するため、「地震対策マニュアル」の周知による防災意識の高揚を図り、防災訓練等を実施するとともに、市の行う防災訓練等に積極的に参加する。
　(3) 広報活動
　消費先需要家に周知文書及び保安啓発チラシ等の配付を通じて、日常のＬＰガスの正しい使い方並びに地震等災害の発生時の注意事項等を周知する。
第１４　共同溝・電線共同溝整備計画
実施担当　都市整備部施設管理課・下水道課、水道部、ライフライン等事業者、関係機関
方針
　ライフラインの安全性、信頼性を確保する都市防災及び災害に強いまちづくりの観点等から、道路管理者、市、ライフライン事業者等関係機関が相互に協議の上、共同溝・電線共同溝の整備を計画的に進める。
計画
１　収納するライフラインの種類により、以下の区分とする。
(1) 共同溝は、２以上のライフライン事業者の物件を収容する。
(2) 電線共同溝（Ｃ・Ｃ・ＢＯＸ）は、２以上の電力、電気通信事業者及びその他電線管理者の電線を収容する。
２　特に、共同溝については、府域内及び近隣府県とのネットワークの形成を推進する観点から、
既存共同溝間の連続化を図る。
　
３　水道施設、下水道施設及び他のライフライン施設について、関係機関と協議し、共同溝整備の構想とその実現の推進に努める。
第１５　上水道施設予防計画
実施担当　水道部工務課・業務課
方針
  市は、地震による給配水施設の被害を軽減し、かつ飲料水を確保するため、平常時から導水管、浄水施設、送水管、幹線配水管等の水道施設を整備点検し、できる限り断水を防止して円滑に送水できるよう対策を講じる。
  なお、地震による水道諸施設の被害の実態に応じて適切な送水を行えるよう、また、甚大な被害を受けて一時的に送水不可能になった場合においても応急処置による給水が行えるよう、平常時から対策を実施する。
計画
１  水道施設の整備
  日本水道協会が制定した「水道施設設計指針」、「水道施設耐震工法指針」等によって施設の耐震化を図り、特に次の事項を推進する。
(1) 既設石綿配水管については、耐震性に問題があるので、軟弱地盤地区、老朽化地区を中心にダクタイル鋳鉄管及び伸縮可撓性継手等への布設替えを進める。
(2) 重要度の高い施設設備の耐震化を推進する。特に、管路には耐震性の高い管材料及び伸縮可撓性継手等を使用し、耐震管路網の整備に努める。
ア　浄水池・配水池、主要管路等重要度の高い基幹施設の耐震化
イ　医療機関、社会福祉施設その他防災上重要な施設への送・配水管の耐震化
ウ　設備の機能維持に不可欠な情報通信システムの整備
(3) 配水管事故には制水弁操作による断水を伴うので、平素から配水管設備図及び制水弁位置図の整備に万全を期する。
(4) 浄水場からの導水管、送水管等の給配水施設について、巡回点検を行う。幹線配水管については、配水池等で給水量及び水位を点検（記録）し、事故の早期発見に努める。
２  応急復旧体制の強化 
(1) 水道施設の被害状況等を迅速に把握し、復旧活動等及びその支援を的確に行うため（水道情報通信ネットワ－ク）のシステム整備により、情報通信連絡体制を強化する。   
(2) 管路の多重化等によりバックアップ機能を強化する。　　　
(3) 関係協力団体との協力体制を整備する。  
(4) 応急復旧活動マニュアル等を作成する。  
(5) 管路図等の管理体制を整備する。      
(6) 府が震度５弱以上の地震の場合に設置する府水道震災対策中央本部の体制の整備に協力する。
３　給水車両等の整備点検
  地震時における給水施設の被災により一時的に送水不能となったり、あるいは飲料水の汚染等により飲料に適する水を得ることができなくなる事態に備えて、平常時から月１回給水車両及び給水タンクを点検整備し、また非常の際に消防署のタンク車の応援を受けられるよう要請する。
４  資材の備蓄
  地震により被災した給水施設を速やかに応急復旧できるよう、平常時から一定量の復旧資材を備蓄する。
５  防災訓練の実施等
  情報収集連絡体制及び府・近隣市町との協力体制充実の強化、緊急対応の熟知、並びに防災意識の高揚を図るとともに、計画的に防災訓練を実施する。
６　相互応援体制の整備
(1) 上水道においては、迅速な復旧活動に必要な情報を収集し、総合調整、指示、支援を行うために、府及び市町村は互いに協力して大阪府水道震災対策中央本部体制を整備する。
(2) 都道府県域を超えた広域的相互応援体制を整備する。
第１６　下水道施設予防計画
実施担当　都市整備部下水道課・施設管理課
方針
  市は、地震による下水道施設の被害を最小限にとどめ、生活排水の排除、雨水排除等の下水道機能の確保を図るため、施設の整備増強及び維持管理に努める。
計画
１　応急復旧体制の強化
  被害状況の速やかな把握及び円滑な復旧を図るため、損傷の可能性が高い施設を把握するとともに施設管理図書を複数箇所に保存・整理する。また、災害時必要な復旧用資機材を把握し、調達、備蓄により確保するとともに、資機材の点検に努め、緊急時の輸送体制を確保する。                                
２  下水道施設の維持管理
(1) 排水ポンプ場、下水管渠、電気設備、通信設備等について平常時から巡回点検を行い、老朽
箇所の改良補修に努める。
(2) 施設設備の新設・増設にあたっては、各種災害に耐えうる十分な強度の確保に努める。
(3) 補強・再整備にあたっては、緊急度等（危険度、安全度、重要度）の高いものから進める。
(4) 管渠、ポンプ場、処理場のネットワーク化、重要設備の複数系列化、施設の弾力的運用による処理機能の確保に努める。
(5) 下水道施設への流入・流出量、水質や水防情報について、常に把握できるよう集中管理システムを導入整備する。
３  浸水危険箇所の把握
  下水道の未整備地区等浸水危険箇所について河川・水路管理者等と連携して実態を把握し、それぞれの箇所ごとに予防措置を行う。
４  雨水排水機能の強化
  豪雨時の浸水防止のため、ポンプ場建設等排水機能を強化充実するほか、下水管渠の清掃点検を行う。
５  下流河川の改良整備
  下水道事業の進捗に伴って市街地の排水状態が良好となり、その流出量が多くなることで、公共下水道の各吐出口にあたる下流河川が氾濫するおそれがある場合は、改良の必要な河川について河川管理者に早期に改良整備するよう要請する。
６  防災訓練の実施等 
  情報収集連絡体制及び府・近隣市町との協力体制充実の強化、緊急対応の熟知、並びに防災意識の高揚を図るとともに、計画的に防災訓練を実施する。
７　協力応援体制の整備
　(1) 施設の点検、復旧要員の確保を図るため、府・市町村間の協力応援体制を整備する。
　(2) 「下水道事業災害時近畿ブロック応援に関する申合せ」に基づく相互支援要請体制に参画する。
第１７　文化財災害予防計画
実施担当  教育総務部生涯学習課、関係機関 
方針
  市、文化財所有者及び関係機関は、文化財の防災業務の実施にあたって、災害予防対策に重点を置き、防火施設の整備、現地視察と指導の実施、所有者・管理者等に対する保護思想の普及等の諸施策を行う。
現況
  文化財は貴重な国民全体の財産であり、この文化財の保護・保全には十分な配慮が必要である。本市には数々の史跡や文化財があり、これらを保護・保存・活用し、後世に伝えることは、行政の責務である。
【付表 2-1-14】 文化財一覧表
計画
１  施設等の整備
  国、府、市、消防機関、文化財の所有者及び管理者は、次のような防災対策上の施設整備等を行う。
  なお、整備に多額の費用が必要な場合は、国庫補助等の処置を図る。
(1) 火災対策
ア  警報設備（自動火災報知設備、漏電火災警報器）
イ  消火器設備（消火器、スプリンクラー、ドレンチャー）
ウ  防火設備（防火壁、保存収蔵庫、防火水槽）
エ  周辺環境（防火帯、消防道路、消火栓）
オ  火気の使用制限（禁煙区域の指定）
(2) 落雷対策
  避雷針の設置
(3) その他の対策
ア  環境整備（危険木除去、排水設備、擁壁、換気、除湿）
イ  薬剤処理（害虫予防）
ウ  施設への委託保管
エ  防災施設、消防用設備等の点検整備 
オ  建造物、美術工芸品保存施設の耐震構造化の促進等
２  現地指導
  現地では、文化財の保存状況の適否検討、災害時における初期消火、転倒防止等施設の防護、文化財の搬出方法を確立するよう指導する。
３  保護思想の普及
  文化財の保護には所有者だけでなく地域住民の協力も必要であり、文化財防火デー、文化財保護強調週間、文化財保護月間等の機会を通じて、住民に対する文化財保護思想の啓発を図る。
４  関係機関の連絡、協力及び防災訓練
  文化財所有者、泉南市消防本部、泉南市教育委員会、泉南警察署その他関係機関は平常時から密接な連絡を保ち、また、防災訓練を実施することで、災害時における円滑な対応が行えるよう努める。
      第２節　災害に即応できるひとづくり計画
第１　防災知識普及計画
実施担当　総務部政策推進課、消防本部、関係機関
方針
  市、消防本部及び関係機関は、災害対策活動を円滑に実施するため、職員、消防職員及び消防団員に対し防災教育を行うとともに、相互に密接な連絡を保ち、単独又は共同して市民に防災知識を普及し、防災意識・知識・技術の高揚を図る。
現況
  本市では「広報せんなん」や各種パンフレット等により、市民への地震防災知識の普及に努めている。大地震を実際に体験した市民は多くないことから、地震に対する市民の認識が必ずしも十分とはいえず、今後とも地震に関する知識、発生した場合の対処方法の周知、防災マップの配布等、普及活動を継続的に行う必要がある。
計画
１　市民の災害対応力の向上
  (1) 防災意識の高揚等
ア　防災訓練等を通じ、府及びその他の関係機関の協力を得て、市民の防災意識の高揚を図り、災害発生に備える。
イ　市民に対し、地域の防災に関する広報活動を積極的に行い、市民自身による防災活動の必要性の自覚を促す。
ウ　区・自治会等、各種組織に働きかけて、自主防災組織の一層の普及に努める。
エ　市域の企業に働きかけ、自衛消防組織の充実又は結成を促進する。
オ　区・自治会等地域住民の非常時の初期消火、協力活動を高めるため、消火器、防犯ベル等の設置を奨励し、その普及を図る。
  (2) 防災知識等の普及
ア　普及させるべき防災知識の内容
(ｱ) 災害の種類・危険性等  ：火災・地震・土砂災害等
(ｲ) 発災時のための準備　：発災時の心得、食料・飲料水・非常持出品の準備
(ｳ) 地域の危険場所及び過去の被害事例
(ｴ) 避難と避難誘導  ：緊急避難、避難心得、家族の連絡方法
(ｵ) 救助・救急  ：救助に役立つ小物類、救護知識、応急手当の知識等
(ｶ) 耐震住宅等　：家屋の耐震診断法、耐震構造の基礎知識、家具の転倒防止策、落下物対策
(ｷ) 災害時の交通規制と自動車所有者の心構え
(ｸ) コミュニティの形成　：近所づきあい・助け合いと奉仕（ボランティア）の心・災害に対応できる区及び自治会づくり
(ｹ) 防火対策  ：防火心得、初期消火
(ｺ) 戸外の危険対策  ：電線・ブロック塀・門柱・落下物・橋等
(ｻ) 災害弱者対策  ：高齢者・障害者・幼児子供・傷病者・妊婦・旅行者・外国人等
(ｼ) 旅行先での防災　：ホテル・旅館、観光地、山、海、川等
(ｽ) 災害への備え　：２～３日分の飲料水、食料及び生活必需品の備蓄、非常持ち出し品の準備、家具等の転倒防止、家屋・塀等の安全対策、防災訓練への参加等
(ｾ) 関係機関の防災体制及び講ずる措置
(ｿ) その他
    イ　防災知識普及の媒体
  次の媒体を用いて、防災知識普及に努める。
(ｱ) 広報紙　：防災知識及び防災に関する計画等を必要に応じ市報により周知徹底する。
(ｲ) 防災パンフレットの配布　：関係機関は、機会あるごとに防災啓発パンフレットを作成し、市民に配布する。
(ｳ) 防災マップ等の作成・配付
(ｴ) 洪水ハザードマップの作成・配布
(ｵ) ビデオ等の利用　：市所有のビデオ、映画フィルム等を、各種団体の会合時に上映し、防災知識の普及を図る。
(ｶ) 新聞・テレビの利用　：災害予防に関し、特に必要な事項等については、随時新聞等報道機関を通じ、防災知識の普及に努める。
(ｷ) 広報車等による周知の徹底　：広報車、消防車等の巡回により重点的に防災知識の周知徹底を図る。
(ｸ) 防災イベント　：防災とボランティアの日・防災の日・防災週間・雨期前等、防災関係の行事日において、それらイベントを通し、防災知識の普及に努める。併せて、防災関連行事を通じて、防災に関する講演会等の開催、住民参加型防災訓練等の実施等知識及び技術の普及を図る。
(ｹ) その他　：防災以外の各種行事においても、機会をとらえて防災知識普及に努める。
　　ウ　防災知識普及の時期
  防災知識の普及活動は日常的に行うとともに、災害予防運動実施期間、記念日及び必要な時に適宜実施する。
　　　【付表 2-2-1】 災害予防運動の時期
　(3) 学校における防災教育
　非常災害に備えて学校においては、消防本部等との協力のもと、児童、生徒、教職員等の生命、身体の安全確保を図り、また校舎、設備の保全を図る体制を確立するため、日頃から、発達段階に応じた訓練、学習を実施する。
ア　防災週間等を利用した防災訓練の計画を立てる。
イ　副読本、ビデオ及び防災教育啓発施設の利用等による、防災学習の計画を立てる。
ウ　災害の知識、初期消火、応急手当、ボランティア等の知識及び体験、避難路・避難所・避難方法、家族と学校との連絡方法等を教育の内容とする。
エ　その他、必要と思われる事項について、関係機関と協議し実施する。
  (4) 家庭に対する防災教育
ア　災害による人的被害等を軽減するために、平常時から各家庭において防災対策をたてるよう、区・自治会、婦人会及び自主防災組織等を通して周知を図る。
イ　家庭については、消火器等の備え付け、その使用方法、初期消火及び地域住民との助け合い等の指導を区・自治会ごとに行い、防災意識の高揚を図る。
２　職員その他の災害対応力の向上
　(1) 職員に対する防災教育
　市職員をはじめ関係機関職員の防災に関する意識・知識の向上を図るため、防災知識、個人の役割分担等に関する研修を実施する。
    ア　平常時の心構え
　　イ　市の災害対策活動について
  　　(ｱ) 災害対策活動の概要
 　   (ｲ) 災害時、災害対策本部の一員としての立場と心構え
  　  (ｳ) 災害時の役割の分担
      (ｴ) 災害時の指揮系統の確立
 　   (ｵ) 災害及び被害情報の収集・伝達の要領、報告書式の活用
      (ｶ) 発災時、平常業務にない活動（例えば避難所の開設・運営等）への取組み方についての十分な理解
      (ｷ) 災害危険地域
　　ウ　災害等知識及び技術について
　　　(ｱ) 「１　市民の防災対応力の向上」のうち、「(2) 防災知識等の普及」に掲げる事項
　　  (ｲ) 災害に関する基礎知識
　　　(ｳ) 初期消火、救助・救出、応急手当等の技術
      (ｴ) 救急救助法
(ｵ) 災害時における職員の心得、周知しておくべき事項や災害対策本部の業務分担等を記載したマニュアル等の配付
　(2) 災害弱者に対する啓発
ア　福祉施設等において災害に関する理解を深めるため、防災教室等を開催する。
イ　市及び関係機関の実施する防災訓練への積極的参加を呼び掛ける。
ウ　 eq \o\ad(防災知識をまとめた啓発用の外国語・点字パンフレットやカセットテ－プ、ビデオの字,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)幕・手話通訳の挿入等、外国人や視覚障害者・聴覚障害者等が理解できるよう、災害弱者向けに配慮した資料の作成、配布等を検討する。
エ　介護者、ボランティア等に災害弱者向け防災教育を行い、災害弱者に対する教育を依頼する。
(3) 学校教育・社会教育における防災教育
ア　学校教育・社会教育において、災害の種別、原因、実態及びその予防と対策に関する教育を行うとともに、あらゆる災害に対して冷静に対処できるよう、定期的に避難訓練を実施する。
(ｱ) 初期消火方法
(ｲ) 避難の時期、方法及び場所
(ｳ) 災害の種類、原因、実態及びその対策
(ｴ) その他の必要事項
イ　教科の学習内容と関連して、機会あるごとに関係機関、施設等の見学を実施し、防災体制の概要の把握を促進する。
　(4) 防火管理者・危険物取扱者に対する特別講習
  防災知識の普及によって、被害を最小限度にとどめうる場合が多い。特に火災は防火知識の欠如によって起こる場合が多いので、防火管理者には火災予防を重点とした講習会を、危険物取扱者には危険物の保安基準に関する高度な知識と技術を養成するための特別講習を行う。

第２　訓練計画
実施担当　総務部政策推進課、消防本部、関係機関
方針
  市、消防本部及び関係機関は、職員の実践的な防災実務の習熟、関係機関との協力体制の強化、市民の防災意識の向上及び災害時の防災体制の万全を期することを目的とし、関係機関の参加と住民その他関係団体の協力を得て、各種災害に関する訓練を実施する。
　実施にあたっては、各種災害に関する被害想定を明らかにし、必要に応じ交通規制を行うなど、実践的な内容とするとともに事後評価を行い、必要に応じて、職員災害初動マニュアルの改訂、防災組織等の改善を図る。        
現況
  市は、概ね年１回以上、関係機関の合同による総合防災訓練に参加し、又は単独に各種防災訓練を実施している。
計画
１  総合防災訓練
(1) 市は、協定市町村・近隣市町、関係機関等の組織、及び自主防災組織、自衛消防組織、区・自治会、ボランティア等の民間組織の協力を得て、組織動員、情報収集、避難、消火、救助・救援、医療、ライフライン対応、交通規制・障害物除去・緊急輸送等の総合訓練及び水防、林野火災、危険物、航空機、海上等の災害別対策訓練等の広域的・総合的防災訓練を実施する。
(2) 市域を越えた広域災害を想定し、近隣市町、協定市町村等と共同で広域的防災訓練を実施する。
(3) 併せて、様々な条件を設定し、参加者自身の判断も求められる内容を盛り込むなど、実践
的なものとなるよう、工夫した訓練をすることに努める。
(4) 訓練終了後評価を行い、課題等を明らかにし、必要に応じ訓練の方法及び災害対策本部体制等の改善を行うこととする。
２  個別防災訓練
(1) 組織動員訓練
  市及び関係機関は、勤務時間内外において職員の配備を速やかに行うため、情報の伝達、連絡、非常参集、初期活動等について訓練を実施する。 
(2) 情報通信に関する訓練
  市及び関係機関は、平常時通信から災害通信への速やかな切換え、通信途絶時の連絡確保、無線通信機器の取扱操作、非常時の連絡先や通信内容の確認等について訓練を実施する。
  同時に、的確な応急情報を把握し、適切かつ速やかに災害応急対策活動を行うことを目的として、応急被害情報の収集・整理・分析と、迅速かつ的確な対策の指示・伝達を行う訓練を実施する。
(3) 避難救助訓練
  市及び関係機関は、自主防災組織、ボランティア及び区・自治会等民間の協力を得て避難の勧告・指示、誘導等が速やかに行われるよう訓練を実施する。また、孤立者、負傷者、高齢者、障害者、旅行者、外国人等の災害弱者の避難誘導及び救出救助や避難に関連して医療・物資の輸送、給水給食に関する訓練にも配慮する。
(4) 消防訓練・水防訓練
  市又は消防本部は、災害状況に応じた消防計画の習熟を図るため、非常召集、通信連絡、火災防御技術、救助等の訓練を実施する。
　また、津波災害における災害対策の万全を期するため、津波予警報の伝達、海面監視、その他津波、浸水対策等に必要な訓練を実施する。
　なお、地下空間の管理者等と協力して、地下空間の浸水災害を想定した防災訓練についても考慮する。
３  小中学校等の防災訓練
  小学校、中学校において、防災週間等を利用して防災訓練を行うものとし、市及び関係機関はこれに協力し、指導する。
(1) 地震発生の場合、冷静、沈着、迅速な動作が必要であることの意味の理解を深め、身の安全を守るために必要な動作、方法、判断基準を具体的、体験的に訓練、指導する。
(2) 訓練を通じて、防災意識・知識の向上を図る。
(3) 集団行動、協調行動を通じて、緊急時における規律と協力の精神を養う。
  (4) 障害を持つ児童・生徒に援助の手をさしのべることを訓練を通じて行う。
(5) 児童・生徒の保護のため避難訓練を実施する。その際、関係機関はこれらの訓練に協力、指導する。
４  社会福祉施設・病院等の防災訓練
  社会福祉施設・病院等の管理者は、収容者の人命保護のため、避難救助訓練を実施する。その際、市及び関係機関はこれらに協力し、指導する。
　訓練内容は次のとおりである。
　　  出火通報訓練、初期消火訓練、避難誘導訓練、応急救護訓練、情報伝達訓練、
　　　防災資機材取扱訓練等
５  市民の自主防災訓練への援助及び協力
  市は、市民の防災に関する行動力の向上を図るため、自主防災組織、自衛消防組織、ボランティア及び区・自治会、不特定多数の者が利用する施設の管理者等、市民が主体となって防災訓練を行う場合には、資機材の提供、関係者の派遣等援助を実施するとともに、各種防災訓練にも広く市民が参加するよう働きかける。

第３　自主防災組織等育成計画
実施担当　総務部政策推進課、消防本部予防課
方針
　災害から市民の生命、身体及び財産を守るためには、行政機関をはじめとする関係機関の防災対策のみではおのずと限界があり、市民の協力が不可欠である。
　このため、市及び消防本部は、実際に災害と直面する市民一人一人の自主防災の精神に基づき、市民の自発的な防災活動の組織化を図るとともに、関係機関と一体となった災害対策が実施できるよう、その組織形成と育成に努める。
現況
  水害危険性の高い河川及び海岸沿いの地域や、孤立しやすい山間部にある集落の未整備地域では、自主防災組織の組織化推進が特に必要な状況にある。
計画
１　市民の防災意識の高揚と自主防災組織の形成若しくは強化
  (1) 自主防災組織の形成促進
  災害対策基本法第５条第２項の規定に基づき、地域住民が自らが防災組織を形成するよう、促進する。
(2) 組織
  区・自治会等を活用し、防災担当員を設け、防災活動を効果的に実施できる組織とする。
(3) 構成
  本部組織として、情報班、消火班、救出救護班、避難誘導班、給食給水班等をおく。
  (4) 市民と自主防災組織の防災活動の内容
  市民の防災意識の高揚と、自主防災組織の形成を通して行う活動内容は、個人の意識の程度をふまえつつ行われるが、例としては、次のようなものがあげられる。
    ア  平常時における災害予防対策
(ｱ) 自分のまち意識の高揚
(ｲ) まちは自分達で守る意識の定着
(ｳ) 自らの防災知識・技術の習得
(ｴ) 地域住民に対する防災知識・技術の普及活動 
(ｵ) 市の行う防災活動への参加・協力
(ｶ) 地域住民の行う防災活動への参加・協力・指導
(ｷ) 防災訓練の実施、又は参加
(ｸ) 災害発生時の具体的な役割と活動指針の準備
　特に、昼間、地域に人手が不足している時に発災した場合の措置の検討とその周知
(ｹ) 地域内の災害弱者の把握
(ｺ) 地域内の災害危険箇所の調査・把握及び安全点検の実施 
(ｻ) 危険家屋等の調査・補強指導
(ｼ) 防災組織相互間の連携
(ｽ) 防災用資機材の整備・点検
(ｾ) 防災に関する調査、研究
(ｿ) 防災組織の規約と防災計画の作成に関すること。
(ﾀ) その他災害予防に関すること。
  　イ  災害時の活動 
(ｱ) 災害に対する警戒活動
(ｲ) 出火防止・初期消火活動
(ｳ) 浸水排除
(ｴ) 地域内の災害情報、危険箇所情報、被害情報の収集・伝達の協力
(ｵ) 負傷者の救出・応急手当・搬送 
(ｶ) 避難指示・勧告の場合の市民への伝達、避難後の確認等
(ｷ) 避難誘導、避難所の開設と運営 
(ｸ) 避難所に収容されていない被災者への救援活動
(ｹ) 炊き出し、食料・生活必需品等の配送・配給及び給水等の実施
(ｺ) 救援物資の早期分類と分配
(ｻ) その他災害応急対策活動に関すること。
２  自主防災組織の設置及び育成
  (1) 設置育成の基本原則
　自主防災組織の設置育成はあくまでも地域住民が連帯協同して災害を未然に防止し、又は被害を軽減するために地域の実情に応じて自主的に設置し、運営することを基本原則として地域住民の理解と協力を得、効率的に推進していくものとする。市はこれを育成するため関係機関と協力して、防災組織の研修・訓練を援助し、災害時の活動拠点の整備を図る。
  (2) 推進の方法
ア  設置の促進
　自主防災組織の設置を促進するため、広報資料の作成、防災指導、防災訓練等の防災行事及び講習会等を実施し、推進を図る。
イ  育成
  　自主防災組織の育成指導を効果的に行うため、市及び消防本部は講習会等を実施しリーダー及び組織員の育成に努める。また、消防職員・消防団員の経験者等、防災活動の経験のある者をリーダーとして育成する。
ウ  組織及び資機材等の整備
　  自主防災組織による初期消火活動、救急活動を迅速かつ効果的に行うため、組織及び資機材（耐震性貯水槽、可搬式小型動力ポンプ等）を整備する。また、災害時のための活動拠点の整備を図る。
  (3) 設置指導
自主防災組織の設置については、概ね次の組織となるよう指導するものとする。
ア  規模
　自主防災組織（以下、「組織」という。）は、地域住民が概ね50戸以上の世帯で組織するものとする。
イ  名称
　組織の名称は、原則としてそれぞれの区・自治会名及び自主防災の文言を使用し、例えば○○区・自治会自主防災会のようにする。
ウ  役員
　組織には、会長、副会長、その他情報連絡員等の役員を置くものとする。
エ  規約
　組織は、地域の規模、態様により、その内容が異なるものであるが、それぞれの組織において規約及び事業計画等を定めておくものとする。
オ  防災計画
　組織は、地震、風水害、火災その他の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において被害を防止若しくは軽減し、又は火災その他の災害の予防を図るため、防災計画を作成するものとする。
  (4) 助成
組織の育成及び円滑な災害対策活動の推進を図るために必要な助成措置等を検討する。
３  その他企業等の自主防災組織の組織化促進
  危険物施設等における予防規定の作成及び自衛消防隊の活動に必要な助言、指導を行い、防災組織の充実を図る。
  また、危険物等は、爆発性、可燃性等の特性を持ち、特殊でかつ大規模な災害に発展する可能性があるため、関係業者相互の防災体制の確立を図り、その育成強化を進める。
第４　ボランティア育成計画
実施担当　健康福祉部総合福祉センター管理課、市民生活環境部地域振興課
方針
市は、北海道南西沖地震(1993)・兵庫県南部地震(1995)を契機に、より顕著にその重要性が認識された災害時におけるボランティア等が、今後もその力を十分に発揮し、泉南市社会福祉協議会等関係機関と連携を取りつつ、効果的な活動ができるよう、活動環境の整備を図るなどボランティアの育成を推進する。
現況
現在、泉南市社会福祉協議会内にボランティア連絡協議会が組織され、延べ 252名（平成14年１月１日現在、８グループと個人登録）のボランティアが登録されている。平常時においてボランティアは、主に福祉的な活動を行っているが、災害時にはそれらボランティアに加え民間団体や個人の自発的なボランティアの協力を得て支援活動を行っている。
計画
１　ボランティアの育成
　ボランティアの防災的育成を行うため、次の事項を実施する。
(1) 市は、府、日本赤十字社大阪府支部、泉南市社会福祉協議会、その他ボランティア活動推進機関と連携して、府の「災害時におけるボランティア活動支援制度」等を活用し、災害時にボランティアが被災者のニーズに応えて円滑に活動できるよう、必要な環境整備を図る。
(2) ボランティア活動は主に福祉的な活動を中心に行われていることが多いので、災害時においても、災害により発生した福祉的サービスを必要とする多数の被災者のニーズに応えて、多方面に及ぶ緊急の支援活動を行えるよう、泉南市社会福祉協議会等に協力を依頼し育成を図る。
(3) 市は、日本赤十字社及び泉南市社会福祉協議会と連携し、ボランティアの育成を図る。
(4) 市は、ボランティアの受入れ・活動の調整を行うための窓口として、泉南市社会福祉協議会と連携し、情報交換等活動の拠点を提供する。
(5) 市は、泉南市社会福祉協議会と連携してできる限りボランティアの組織化を図り、ボランティア登録制度の促進に努める。
(6) 市は、泉南市社会福祉協議会と連携し、ボランティア等について市報等により広報する。
(7) 市は、災害の状況、住民のニーズ等の情報を日本赤十字社、泉南市社会福祉協議会と協力して各種団体やボランティア団体及び一般のボランティアに提供する。
(8) 市は、日本赤十字社、泉南市社会福祉協議会と協力して、次のとおりボランティアに対する人材育成のための啓発・研修を実施する。
    ア　ボランティア活動の需要と供給の調整を行うボランティアコーディネーターの養成
    イ　災害時のボランティア活動に対する研修
    ウ　府・市及び関係機関等が行う防災訓練への参加促進

第５　事業所による自主防災体制の整備
実施担当　総務部政策推進課、消防本部
　市及び消防本部は、事業所に対して、従業員・利用者の安全確保、地域への貢献といった観点から自主防災体制を整備するよう啓発する。
１　啓発の内容
(1) 平常時の活動
ア　防災に対する心構えの普及啓発（社内報、掲示板の活用等）
イ　災害発生の未然防止（社屋内外の安全化、非常用マニュアルの整備、防災用品の整備等）
ウ　災害発生への備え（飲料水・食料・その他物資、資機材の備蓄、非常持ち出し品の準備、避難方法等の確認等）
エ　災害発生時の活動の習得（情報伝達・避難・消火・救急処置訓練等）
オ　地域活動への貢献（防災訓練等地域活動への参加、自主防災組織との協力）
(2) 災害時の活動
ア　避難誘導（安否確認、避難誘導、災害弱者への援助等）
イ　救出救護（救助用資機材を使用した救出、負傷者の救護等）
ウ　初期消火（消火器や屋外消火栓、可搬式ポンプによる消火等）
エ　情報伝達（地域内での被害情報の市町村への伝達、救援情報等の周知等）
オ　地域活動への貢献（地域活動・関係機関の行う応急対策活動への協力、施設の開放等）
２　啓発の方法
　経済団体と連携して、事業所による自主防災体制の整備について指導・助言する。
(1) 広報紙（誌）等を活用した啓発
(2) 自衛消防組織の育成（養成講習会等の開催）
(3) 教育啓発施設等を活用した体験教育等実施
(4) 消防法に規定する予防査察の機会を活用した指導・助言
第６　救助活動の支援
実施担当　総務部政策推進課、消防本部
　市及び消防本部は、地域住民による自主防災組織が自発的に行う人命救助活動を支援するため、必要な場所に救助・救急用資機材の整備に努める。
        第３節　災害に強いシステムづくり計画
第１　防災中枢組織体制の整備
実施担当  総務部政策推進課、関係各部
方針
　　市は、総合的な防災対策を推進するため、防災に係る中枢的な組織体制の整備・充実を図る。
計画
１　総合調整会議における防災対策の推進（平常時）
(1) 災害の未然防止と被害の軽減を図るため、予防計画の業務を総合的かつ計画的に推進する。
(2) 市長が主宰し、助役、収入役、教育長、総務部長、財務部長、市民生活環境部長、健康福祉部長、都市整備部長、水道部長、人権推進部長、議会事務局長、教育総務部長、教育指導部長、消防長を構成員とする。
２　災害警戒本部体制
(1) 災害警戒本部は次の場合に、災害予防、災害応急対策を実施するため設置する。
ア　震度４の地震が発生したとき。
イ　津波予報区大阪府に津波警報が発令されたとき。
(2) 災害警戒本部体制における配備体制は、原則として総務部、都市整備部及び消防本部により編成し、総務部長が指揮・統括する。
(3) 動員の配備体制
　災害警戒本部体制における配備要員は、あらかじめ指定する。
　【付表 3-1-2】　地震災害の場合の動員人員一覧表
 　
３　災害対策本部
(1) 災害対策本部は次の場合に、災害予防、災害応急対策を実施するため設置する。
ア　震度５弱以上の地震が発生したとき。
イ　津波により被害が発生し、又は被害の発生の可能性があるとき。
ウ　その他市長が必要と認めたとき。
(2) 体制
 eq \o\ad(本部長,　　　　　　　　)：市長
副本部長：助役、収入役
 eq \o\ad(本部員,　　　　　　　　)：教育長、総務部長、財務部長、市民生活環境部長、健康福祉部長、都市整備部長、水道部長、人権推進部長、議会事務局長、教育総務部長、教育指導部長、消防長
(3) 動員の配備体制
　　　災害対策本部体制における配備要員は、あらかじめ指定する。
  【付表 3-1-2】　地震災害の場合の動員人員一覧表
(4) 本部員会議
　　必要に応じ、本部長、副本部長、本部員により本部員会議を開催する。
４　現地災害対策本部
　局地的に相当規模の被害が生じた場合等において、現地等において災害対策本部の事務の一部を行う必要があると認めるときは、現地災害対策本部を設置する。
　現地災害対策本部長及び本部員は、本部長（市長）により指名された者があたり、現地での災
害応急対策活動を行う。
第２　災害通信施設及び情報収集体制等の整備
実施担当　都市整備部施設管理課・下水道課、水道部業務課、消防本部、総務部政策推進課・情報管理課、関係機関
方針
  市及び関係機関は、地震・津波情報等の伝達、情報の収集、指揮命令の伝達等、災害応急対策活動の動脈となる有線通信施設及び無線通信施設について、その運用の効率化、施設の整備拡充及び機器の改善を図るとともに、非常事態に備えて多ルート化を行うこととする。また、保守管理と運用体制を徹底し、非常通信ネットワークが有効に機能するように万全を期し、災害情報の収集・伝達体制を確立する。
現況
  震災時における地震津波情報、災害情報、指令等を伝達し、被害状況や応急対策活動状況等を収集するため、防災行政無線（移動系）を整備し、運用している。
１  施設・設備
  防災行政無線については、親局を市役所庁舎に置き、移動系無線機として車載無線機及び携帯無線機を配備している。
  この他、以下の施設の利用が可能である。
(1) 消防無線
(2) 大阪府防災行政無線
(3) 大阪府防災情報システム
(4) 西日本電信電話㈱の災害時優先扱いの電話
【資料 2-3-1】 泉南市防災行政無線局運用管理規程
【参考 2-3-1】 府防災行政無線回線系統図
【参考 2-3-2】 府防災情報システムの概要
２  無線従事者
　市職員のうち49名（本庁30名、消防本部13名、水道部６名、平成13年10月１日現在）の無線従事者を確保している。
３　地震計
　消防本部に設置される地震計は、府震度情報ネットワークを構成している。市は、これにより、震度情報を入手することが可能である。
計画  
１  防災行政無線等の整備拡充
(1) 機器の拡充
  市は災害時における災害応急対策並びに地域住民に対する情報伝達を迅速かつ円滑に実施するため、府防災行政無線等との整合を図りつつ、市保有の無線機器の整備拡充に努める。
ア  防災行政無線
(ｱ) 固定系
(ｲ) 地域防災系
(2) 機器の保全
  災害時の使用に支障がないよう、空冷式発電機等の整備を行うとともに、各種無線機の点検を行い、機能を十分に発揮できるよう努める。
(3) 要員の確保
　無線従事者の確保を図る。
２  消防無線
  消防本部は、消防無線については、府の整備方針と整合を図りつつ、市の整備計画により増強する。また、府域における各消防本部との相互連絡用に共通波の整備を図る。
３  有線通信設備の整備
(1) 関係機関は、情報連絡に用いる電話について、災害時の電話輻輳時にも発信できる「災害時優先扱いの電話」をＮＴＴ西日本大阪支店に申請し、指定し、位置づけを的確に行う。
(2) 災害時に、携帯電話、ファックス等の機器を効果的に利用できるよう、あらかじめ運用計画を定めておく。
(3) ＮＴＴ西日本大阪支店は、電気通信設備の防災管理に努め、災害時優先扱いの電話等が機能を発揮できるように運営体制を整備する。
４　防災相互通信用無線
  関係機関は、防災情報の一元化に資するため、それぞれに通信施設の整備計画を作成し、整備するとともに、災害時に相互に通信することができる防災相互通信用無線の重要性を認識し、整備を検討する。
５　その他情報機器の整備
　ＣＡＴＶ、パソコン通信、衛星通信及びヘリコプターテレビの受信システム、監視カメラ等、画像を含めた情報収集・連絡システムの整備を推進する。
　また、コンピュータによる地理情報システムの構築を検討する。
６　大阪府防災情報システムの活用
　市は、災害情報を直ちに把握するため、大阪府防災情報システムの活用を図る。
７  アマチュア無線等
　アマチュア無線、業務用移動通信等の活用体制を整備し、災害時には協力を依頼する。ただし、これらはボランティアという性格があるので配慮を要する。
８  通信機器運用体制の整備
(1) 災害がいつ発生しても対応できるようにするため、夜間運用体制の確立を図る。
(2) 関係職員は、無線局及び無線機の運用技術の向上に努める。
(3) 情報収集に関する要員を定め、情報収集体制の整備を図るとともに、情報収集の機器、体制、情報分析の方法等について、必要に応じて専門家の意見を活用できるように努める。
(4) 災害情報の受信、分析に関するセクションは本部室近くを予定し、本部との連携を図る。
(5) 通信輻輳時を想定し、情報・通信・伝達等非常通信を取り入れた実践的訓練を行い、緊急の場合に備える。
９  通信設備の保守・整備等
(1) 各種通信設備については、定期的に点検整備を行い、その保全に努める。
(2) 通信設備保管室はコンピューター室とともに耐火・耐震構造とする。
10　震度情報ネットワークシステムの活用
　府震度情報ネットワークシステムを活用し、災害時の組織体制、対策活動等の判断基準とする。
11　情報収集伝達体制
(1) 市及び関係機関は、被害情報の収集体制の整備、伝達窓口の明確化及び多様な伝達手段の確保を図るとともに、職員の情報分析力の向上を図るなど、情報収集伝達体制の強化に努める。
(2) 災害発生に備えて、災害情報等の収集伝達体制は、総務部政策推進課が行うものとするが、勤務時間外において地震が発生した場合には、災害警戒本部又は災害対策本部において情報収集伝達体制が確立するまでの期間は、消防本部が情報収集伝達体制をとるものとする。
(3) 災害発生時において、防災情報伝達拠点として防災情報連絡所を設置し、災害情報の確保に努める。
【付表 2-1-11】防災情報連絡所一覧表
【付図 2-1-2】 避難所等位置図
12　広報体制の整備
　市及び関係機関は、災害に関する情報及び被災者に対する生活情報を常に伝達できるよう、その体制、設備の整備を図るものとする。
(1) 災害広報責任者の選任
　災害時の情報の一元化を図るため、あらかじめ、災害広報責任者を選任する。
(2) 災害発生後の時間経過に応じ、提供すべき情報の項目整理
(3) 広報文案の事前準備
ア　気象・海象・水位等の状況
イ　住民の不安感の払拭、適切な対応のための呼びかけ
ウ　出火防止、初期消火の呼びかけ
エ　災害弱者への支援の呼びかけ
オ　災害応急活動の窓口及び実施状況
(4) 災害弱者にも配慮した、多様できめ細かな広報手段の確保
13　報道機関との連携協力
　放送事業者、通信社、新聞社等の報道機関と連携協力した広報体制の整備に努める。
14　災害時の広聴体制の整備
　住民等から寄せられる被害状況や応急対策状況等に関する問い合わせ、要望、意見等に対して適切に対応できるよう、専用電話や専用ファクシミリ、相談窓口などの体制を整備する。
第３　広域応援体制の整備
実施担当　総務部政策推進課
方針
　市は、市域に大震災が発生し、市単独による災害応急対策活動では対応しきれない場合、府及び他市町村に応援要請を行い、円滑な災害対策活動を行うため、他市町村と相互応援協定を結ぶものとする。
現況
　市では、市消防本部、水道局等の結ぶ応援協定以外の広域応援協定は未締結である。府では、各種の広域応援協定を締結している。
計画                                                                                    
１　広域応援体制の整備
(1) 局地型災害（市域とその周辺に及ぶ災害）に備えた、近隣市町との協定
(2) 広域災害に備えた、想定地震断層に影響を受けない遠距離の市町村との協定
(3) 港湾都市との協定
２　協定すべき内容
　　他市町村との相互応援協定に定めるべき重要な内容は、次のようなものである。
(1) 食料、生活必需品等の生活関連物資の相互備蓄・提供
(2) 生活関連資器材等の相互備蓄・提供
(3) 生活関連物資、生活関連資機材等の斡旋
(4) 救援物資、義援金等の受付・提供
(5) 建築、土木、上下水道、医療、防疫、ごみ・し尿処理等に関する機械、資材の提供
(6) 通信機器等の提供
(7) 応急仮設住宅用地の提供等
(8) 各種物資、資機材等の搬送
(9) 職員、技術職員の派遣
(10) 労働者、特殊技能者等の斡旋
(11) 一般車両・特殊車両等の提供
(12) コンピュータ・データ・バックアップ
(13) 消火・救急救助・医療・防疫・道路啓開・避難所運営・その他の応急災害対策活動に関する応援
(14) 災害弱者のための施設提供
(15) 避難所の提供
(16) その他
３　府の広域防災体制
　府は、次の広域防災体制を整備しており、市においても必要に応じ、他府県の応援を受けるものとする。
　(1) 近畿２府７県震災時等の相互応援に関する協定
　　　協定：福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、徳島県
  (2) 全国各都道府県における災害時の広域応援に関する協定
      協定：全国各都道府県
　(3) 広域緊急援助隊
　　　協定：全国各都道府県警察
　(4) 緊急消防援助隊
      全国の消防機関相互による迅速な援助体制
第４　緊急輸送体制等の整備
実施担当　都市整備部施設管理課・農林水産課、総務部政策推進課、泉南警察署、関係機関
方針
　市は、災害発生時に救助・救急、医療、消火並びに緊急物資の供給を迅速かつ的確に実施するため、緊急輸送体制の整備に努めるものとする。
計画                                                                                    
１　陸上輸送体制の整備
(1) 緊急交通路の選定
　市は、府とともに府警察及び道路管理者と協議し、災害時の応急活動を迅速かつ的確に実施するため、緊急交通路を選定する。災害発生直後における災害応急対策にあたる緊急通行車両の通行を最優先で確保するための道路として、府は広域緊急交通路を選定し、市は地域緊急交通路を選定する。
ア　広域緊急交通路（府選定）
(ｱ) 府県間を連絡する主要な道路
(ｲ) 府域の広域防災拠点、後方支援活動拠点、陸上・海上・航空輸送基地等を連絡する主要な道路
(ｳ) 各府民センタービル、市庁舎、市の輸送拠点等を連絡する主要な道路
イ　地域緊急交通路（市選定）
　広域緊急交通路と市が選定した災害時用臨時ヘリポート、市災害医療センター、災害医療協力病院及び避難所等との連絡を確保する道路
【付表 2-1-2】 緊急交通路一覧表
【付図 2-1-1】 緊急交通路及び災害時用臨時ヘリポート位置図
(2) 緊急交通路の整備
　道路管理者は、多重性、代替性を考慮した緊急輸送ネットワークを確保するため、あらかじめ選定された緊急交通路の効率的な整備に努める。
(3) 震災時の応急点検体制等の整備
　道路管理者は、平常時からその管理する道路の安全性を十分に監視、点検するとともに、災害時の通行支障に関する情報の収集体制や応急点検体制を整備する。
(4) 緊急交通路の周知
　市は、府警察及び道路管理者とともに、災害時に緊急交通路の機能を十分に発揮させるため、平常時から住民へ緊急交通路の周知に努める。
２　航空輸送体制の整備
  市及び関係機関は、地震災害時の救助・救護活動、緊急物資の輸送等を円滑に実施するため、災害時用臨時ヘリポートの選定を行い、その管理運用に努める。
  市は、救助・救護活動、緊急物資の輸送等にヘリコプターの機動性を活用して応急対策活動を円滑に実施するため、災害時用臨時ヘリポートとして市青少年運動公園（鳴滝グラウンド）及び市民の里を選定している。
  (1) 選定基準
　ア  選定基準
(ｱ）地盤堅固な平坦地のこと。（コンクリート、芝生が最適）
(ｲ) 接地帯の長さ及び幅は、使用機の全長以上であること。表面の勾配は、５％以内であること。
(ｳ) 離着陸（発着）のため必要最小限の地積が確保できること。長さ及び幅は、使用機の全長に20ｍを加えた値以上とする。ただし、全長が20ｍ以上の使用機については、全長の２倍以上とする。
(ｴ) 二方向以上から離着陸が可能であること。
(ｵ) 離着陸時、周辺に支障のある障害物がないこと。航空機の進入のための勾配は、４分の１以下とし、その上に出る高さの物件がないこと。
(ｶ) 車両等の進入路があること。
(ｷ) 林野火災における空中消火基地の場合
ａ　水利、水源が近いこと。
ｂ　複数の駐機が可能なこと。
ｃ　補給基地が設けられること。
ｄ　気流が安定していること。
  　イ　受入れの場合の準備
(ｱ) 風向風速を上空から確認できるように、ヘリポート近くに吹き流し又は旗を立てること。
    これが準備できない場合でも、航空機の進入方向を示す対策（例：発煙筒）をとること。
(ｲ) 着陸点には ((を表示すること。
(ｳ) 状況により消火設備、照明設備、補給設備等を整備すること。
  (2) 府への報告
  市は、新たに災害時用臨時ヘリポートを選定した場合、又は報告事項を変更（廃止）した場合は、略図を添付の上、府に次の事項を報告する。
ア　ヘリポート番号
イ　所在地及び名称
ウ　施設等の管理者及び電話番号
エ　発着場面積
オ　付近の障害物の状況
カ　離着陸可能な機数
  (3) 災害時用臨時ヘリポートの管理等
ア　市は、選定したヘリポートの管理について、平素から管理者と連絡をとり、現状の把握に努めるとともに、常に使用できるよう配慮する。
イ　ヘリポートへのアクセス道路は、偶発災害の発生に備えて、不法駐車を排除する交通取締りの強化を泉南警察署に依頼し、通行の確保に努める。
ウ　通信機器の必要なもの、複数機の離着陸等のため、航空管制が必要なものについては、あらかじめそれらの所有者と協議を行うこととする。
(4) 高度医療施設のヘリポート
　三次救急医療機関等をはじめとする高度医療施設は、負傷者の搬送及び救急活動にヘリコプ
ターを有効活用するために、緊急離着陸場等を確保するよう努める。
【付表 2-1-4】 災害時用臨時ヘリポートの概況
【付図 2-1-1】 緊急交通路及び災害時用臨時ヘリポート位置図
３　海上輸送体制の整備
(1) 漁港等の管理者は、航路の障害物除去及び船舶交通の整理・誘導のための資機材を整備する。
(2) 災害発生後直ちに漁港施設の被害状況の把握並びに安全点検を行うための、人員の確保等の体制の整備に努める。
４　輸送手段の確保体制
　市及び関係機関は、陸上輸送、航空及び水上輸送等による人員、物資の輸送手段を確保するための体制や震災時における運用の手順を整備する。
(1) 車両、航空機、船舶の把握等
ア　市及び関係機関は、緊急時において確保できる車両、航空機、船舶等の数量の把握に努めるとともに、運用方法等必要な事項をあらかじめ計画する。
イ　市は、市保有の車両で、必要なものは緊急通行車両事前届出を行い、確保するとともに、関係機関と協定又は協力関係を確立し、車両、船舶、航空機等の確保に努める。
(2) 調達体制の整備
　市は、災害時の輸送能力を確保するため、車両、船舶等について、あらかじめ民間事業者との連携に努める。
　
５　交通規制・管制の整備
(1) 府公安委員会　
　災害対策基本法第50条第２項に基づく災害応急対策の実施責任者から、緊急通行車両として使用する計画のある車両についての事前届出があった場合、審査し、緊急通行車両と認めたときは、「緊急通行車両事前届出済証」を交付する。
(2) 府警察
　災害対策基本法に基づく交通規制・管制を円滑に実施するための整備を行う。
ア　初動措置体制の整備
　災害発生時における要員を確保するために必要な整備を行う。
イ　災害に強い交通安全施設の整備
(ｱ) 信号機電源付加装置（自動起動型）の整備
(ｲ) 災害時の信号制御システム等の整備
(ｳ) 交通情報提供システム、交通情報収集システムの整備
(3) 道路管理者
　災害時における道路施設の破損・欠壊等交通が危険であり応急復旧を必要とする場合に、道路法に基づく通行規制を実施するために必要な資機材を整備する。
(4) 第五管区海上保安本部
　港内及び港の周辺海域における海上交通の安全を確保するために必要な資機材、船舶、航空機、要員の確保に努める。
(5) 泉南市
ア　市は、府と協力し、府警察が行う交通規制・管制の場合に備え、交通規制・管制が円滑に行われるための協力体制及び市民への周知体制を整備する。
イ　市長が指示する交通規制の場合について、府、府公安委員会、府警察との連携関係について十分な調整を図っておくものとする。
ウ　災害時に災害応急対策のために必要な車両は、緊急通行車両事前届出を行う。
６　道路調査体制等の整備
　地震が発生した場合、速やかに被害調査を行うとともに、応急対策活動に必要な道路を緊急に確保することができるよう、あらかじめ次のことを行っておく。
(1) 災害危険箇所の緊急調査の担当者
(2) 勤務時間内に地震が発生した場合、又は勤務時間外に地震が発生した場合のそれぞれについて、次のことを定めておく。
ア　各職員の役割と自主参集場所
イ　本部長その他の指示の有無に関わらず緊急出動を行う職員と待機する職員のそれぞれの任務、体制等
ウ　緊急出動を行った場合の道路班と出動グループの連絡、指示のあり方
エ　大規模震災の場合の応援の求め方
(3) 道路管理者は、道路の障害物除去のための道路啓開用資機材を整備する。また、災害発生後直ちに道路施設の被害状況の把握及び安全点検を行うための、人員の確保等の体制の整備に努める。
第５　防災拠点の整備
実施担当  総務部政策推進課、健康福祉部総合福祉センター管理課、都市整備部施設管理課、教育総務部文化・スポーツ振興課
方針
　市は、大規模災害時において、適切な災害応急対策活動が実施できるよう、防災拠点を計画的に整備する。
計画
１　府における防災拠点の整備
(1) 広域防災拠点の整備
　府は、大規模災害時において、迅速かつ的確な応急対策を実施するため、府域に分散して広域防災拠点を整備している。広域防災拠点の機能は、次のとおりである。
ア　府の備蓄拠点、物資輸送拠点
イ　航空機輸送を活用した物資輸送拠点（災害時用臨時ヘリポートとして利用）
ウ　消防、警察、自衛隊各機関の活動拠点
エ　府域の大規模災害発生時における広域防災基地のサブ機能
(2) 後方支援活動拠点の整備
　府は、自衛隊、消防、警察等広域応援部隊の活動拠点として、後方支援活動拠点を整備している。
２　市における地域防災拠点の整備
(1) 拠点整備
　応援部隊の受入れ及び活動拠点、備蓄拠点、物資輸送拠点として、府の広域防災拠点及び後方支援活動拠点と連携した地域防災拠点の整備に努める。
(2) 地域防災拠点
　市は、次に掲げる施設を防災拠点とし、引き続きその整備充実を図るとともに、必要に応じ追加指定を実施していくものとする。
ア　活動拠点
　被災現場において災害対策活動を行うために必要な拠点
	
	         eq \o\ad(施設名,　　　　　　　)
	        所 在 地
	電　話
	   　備　　考
	

	
	  総合福祉センター
  俵池公園
	   eq \o\ad(樽井一丁目8-47     ,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
   eq \o\ad(信達牧野1710-1     ,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	85-0707
－
	 　広域避難地
	


イ　備蓄拠点
　食料、生活必需品等の備蓄を行うために必要な拠点
	
	         eq \o\ad(施設名,　　　　　　　)
	        所 在 地
	   電　話
	   　備　　考
	

	
	  市庁舎
	  eq \o\ad( 樽井一丁目1-1     ,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	83-0001
	
	


ウ　物資輸送拠点
　食料、生活必需品（義援物資を含む）の受入れ、保管、配送を行うために必要な拠点
	
	         eq \o\ad(施設名,　　　　　　　)
	        所 在 地
	   電　話
	   　備　　考
	

	
	  市民体育館
	   eq \o\ad(樽井二丁目26-1     ,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	82-1000
	
	


第６　消火・救助・救急体制の整備
実施担当　総務部政策推進課、消防本部
方針 
　多数の倒壊家屋からの救急救助活動と、同時多発火災の消火活動とを、限られた消防能力や医療機関で対応することが困難であることから、市、消防本部及び関係機関は、市民ぐるみの救急救助活動が可能な体制をあらかじめ整備するとともに、自衛隊、日本赤十字社、近隣市町等の速やかな応援・派遣が得られるよう必要な体制の整備を図るものとする。
現況
　現在、消防署及び消防団により、消火・救助・救急機能の向上を図っているが、市は、緊急事態に備えて自主防災組織、婦人防火クラブ等の結成の促進並びに市民への防火知識の普及を通して、市民ぐるみの救急・救助体制を目指している。
　また、大規模災害に備えて、他市町村と消防相互応援協定を結んでいる。
【付表 2-3-1】 消防協定等一覧表
計画
１  消防力の強化
(1) 総合的な消防計画の策定
  　消防力の基準（昭和36年８月１日消防庁告示第２号）及び消防に関する基礎調査結果に基づいて、危険度、消防力等を勘案した総合的な消防計画を策定し、その実施に努める。
(2) 消防活動路の確保と消防活動困難地域の対策
  　地震時においては、道路周辺の建物や塀等の倒壊、斜面の崩壊、道路被害、道路構造物被害等によって、通行支障が生じるおそれがある。
  　したがって、幹線道路の整備、狭い街路地区における拡幅、開渠の暗渠化、電柱の埋設化、角切りの確保等を進め、消防活動の支障となる事項の解消を図る。特に、通常時とは異なる箇所でも通行支障が生じるおそれがあり、そのような地域の予測と対応についても、事前に検討しておく。
  　消防水利の不足又は道路事情等により、消防活動が困難な地域に対しては消防水利の増設及び可搬式動力ポンプ等の整備を推進し、地域の災害活動体制の強化を図る。
(3) 消防水利の整備
  　大阪府地地域防災計画に定める「震災時に備えた消防水利の確保についての当面の方針」に基づき、消防水利の確保に努める。地震時には、上水道管及び施設の破損等による消火栓の機能低下を考慮し、次の事項を整備する。
ア　消火栓の震災対策として、配管の耐震化、リダンダンシー化（注１）、ループ化（注２）を図るとともに、「消防水利の基準」（昭和39年12月10日消防庁告示第７号）に基づき、消火栓の適正配置を図る。
イ　防火水槽の増設、既設防火水槽の耐震工事による改修を図る。
ウ　指定避難所、広域避難地に消防水利や飲料水を兼ねた耐震性貯水槽や井戸の整備を図る。
エ　河川、ため池等の自然水利の活用のための施設の整備を図る。
オ　プール、噴水等人工の貯水施設の消防水利としての活用体制を整備する。
カ　河川・ため池、プール等の管理者は、消防機関と協議しながら、消防水利確保のために必要な施設・設備の整備を図る。
キ　当面、震災時においても有効な各消防水利間の距離が600ｍ以内となるよう整備を図る。
ク　地震に対して信頼性の高い府営水道送水管へ、消火栓としての機能も有する給水栓付き空気弁（あんしん給水栓）の設置を推進する。
  (4) 化学消防資機材等の整備充実
  　化学車、ハシゴ車・消防車・救急車等消防用車両の整備・増設、及び資機材の充実・高度化を図る。また、査察活動の一環として事業所に対し、化学消火薬剤及び必要資機材の備蓄と使用訓練の励行を指導していく。
　(5) 火災予防査察の強化
  一般建築物に対して消防法第４条、第４条の２に基づく予防査察を実施し、火災発生危険箇所の点検、消防用設備等の耐震性の強化等について、改善指導する。
(6) 消防団の体制整備
    若手リーダーの育成、青年層・女性・事業所従業員の参加促進、組織の強化、消防団間の連携の強化、消防団の詰め所・装備・資機材の充実・強化を図る。
　(7) 防火管理者等の指導
  学校、病院、工場等、消防法により防火管理者を置かなければならない防火対象物の所有者等に対し、防火管理者の選任、防火管理者の行う消防計画の作成、各種訓練等について指導し、火災予防の徹底を図る。
(8) 地震時の出火防止に関する啓発
  　地震による災害の多くは、火災等、二次災害によることを考慮し、出火を防止するため、地震直後の火気使用停止の徹底を図る。火気使用者においては、最も出火の原因となることが多いと考えられる石油ストーブ、電気製品等の火気使用器具の取扱い等については、十分配慮する。
２  救急救助体制の整備
(1) 消防署及び消防団の救急救助体制の整備
　ア　消防署の体制の整備
　消防署は、災害時において被災者から救急救助の要請が集中し、十分に対応しきれない場合に備えて、救急指定病院等と連携し、傷病の程度に応じて救急出動の優先順位を決定するようマニュアルを作成するなど、必要な体制の整備を図る。
イ　消防団の救急救助活動能力の強化
　消防本部は、消防団に対して、救急救助活動を効率的に実施するための教育指導を推進し、当該活動能力の向上を図る。
(2) 災害弱者に対する救急救助体制の整備
　災害弱者の災害時の安全確保のため、避難計画の検討を行うとともに、平常時から地域ぐるみで災害弱者との交流を保ち、緊急の場合の救急救助体制に資することとする。
(3) 救急救助用資機材の整備
ア　整備保全
　救助工作車、救急車、照明車等の車両の調達に努める他、救急救助用資機材の備蓄を進め、その整備保全に努める。
イ　協定の締結
　大災害発生に備え、車両、救急救助用資機材について、他市町村との相互応援協定を締結する。
３　市民の手による救急救助体制の育成
　大震災が発生した場合において、多数の負傷者が生じ、さらに同時多発火災の発生等により、発災初期において、消防機関等による救急救助能力をはるかに越える事態の発生も予想される。
　このような場合に備え、市は、平常時から市民自身が自発的に、重傷者等の応急手当、救助救出、病院への搬送等救急救助活動を行うための体制づくりを可能な限り進めるものとし、下記の事項の実施について検討する。
(1) 全市民参加型防災訓練、講習会の開催、パンフレットの配布等を通しての救急救助知識・技術の普及
(2) 区・自治会、自主防災組織、婦人防火クラブ、自衛消防組織及びボランティア等各種団体への救急救助活動の協力依頼
４  自衛隊、近隣市町等への応援要請等
(1) 震災発生時、自衛隊、近隣市町、日本赤十字社等の応援要請を迅速に行うため、要請手続きの即時対応が可能な体制を整備する。
(2) 近隣市町等との相互応援協定の締結に努める。
(3) 自衛隊に対する協力要請については、市長が府を通じて要請することを原則とするが、緊急時かつ通信の途絶等、特別な事情のある場合は、災害対策基本法第68条の２第２項及び自衛隊法第83条により、市長が直接自衛隊に災害の状況を通知し、災害派遣を促すことができるよう体制の整備を図る。
　　　　(注１)　リダンダンシー化：リダンダンシー（redundancy）とは英語で、過多、余分、重複を意味し、配管の重複敷設、口径に余裕のある配管を行うなど、施設に冗長性、多重性を持たせることをいう。
　　　　(注２)　 eq \o\ad(ループ化,　　　　　　　　　　　　　　)：Ａ地点からＢ地点を経由して、Ｃ地点に配管（線）する場合、配管（線）をＣ地点で止めることなく、Ｃ地点から更にＡ地点に結ぶ方法

第７　災害時医療体制の整備
実施担当　健康福祉部保健推進課、関係機関
方針
　市は、災害時の医療救護活動が迅速かつ連続して適切に行えるよう、府及び関係機関と連携しながら、災害時医療体制を整備するものとする。
計画
１　災害医療
　医療救護活動は、災害のために医療機関等が混乱し、被災した市民が医療の途を失った場合、医療等を提供し被災者の保護を図るための活動である。死亡者を１人でも少なくすることを目標に、以下の点に留意し、すべての医療機関が救命医療を最優先とした最大限の活動を実施する。
(1) 現地医療活動
　患者がまず最初に受ける応急手当あるいは一次医療を、医療救護班等が「救護所」において実施する。
ア　救護所及び現地医療活動の分類
　　次の２種類の救護所及び活動に分けて対応し、適切な医療救護を実施する。
(ｱ) 応急救護所での現場救急活動
　災害発生直後の短期間、医療救護班を編成し、災害現場付近に設置する救護所（応急救護所）で、主に搬送前の応急処置や、トリアージ（注）等を行う。
(ｲ) 医療救護所での臨時診療活動
　災害発生直後から中長期間にわたって、避難所等に併設される救護所（医療救護所）で、主に、軽症患者の医療や被災住民等の健康管理等を行う。
イ　時間的経過に伴う変化への対応
　災害の種類や時間経過に伴い量的・質的に変化する医療ニーズに対応し、医師の専門性を生かした医療救護を行う。
　　　　 (注)　トリアージ：重症度、緊急度による患者の治療優先度の決定。
(2) 後方医療活動
　救護所では対応できない患者の二次医療から三次医療を、災害医療機関を中心に被災を免れた（被災地内と被災地外を含め）すべての医療機関で実施する。
ア　災害が甚大で負傷者が多いときは、管内の医療機関は初期において現地医療活動を行うが、これを管外応援に切り替え、後方医療活動を優先する。
イ　広域搬送の可能な患者は、できるだけ早く被災地外の医療機関へ搬送し、治療する。
ウ　 eq \o\ad(特定の医療機関へ患者が集中しないよう、また重症患者であればあるほど、可能な限り,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)（府域外も含め）多数の医療機関へ分散した搬送・治療を行う。
エ　医療機関を機能別・地域別に体系化し、重症度、緊急度にあった適切な患者の搬送・受入れを行う。
２　医療情報の収集・伝達体制の整備
　市は、府及び医療関係機関と相互に連携して、災害時における医療情報の収集伝達体制を構築する。
(1) 広域災害・救急医療情報システム
　災害時の医療情報を迅速かつ的確に把握し、発信できるようにするため、大阪府救急医療情報システムの活用を図る。
(2) 連絡体制等の整備
ア　災害時の連絡・調整、医療救護班の受入れ及び救護所への配置・調整等は、健康福祉部保健推進課（以下、本項において「担当課」という。）において行うものとし、情報内容、情報収集提供等の詳細は、課内であらかじめ定めておくものとする。
イ　市は府とともに情報収集伝達手段が麻痺した場合にも災害に関する保健医療情報が収集できるように、担当課内から災害医療情報連絡員を指名する。
(3) 医療情報通信体制の整備
　消防本部、病院・医師会等の相互の情報通信機能を確保し、空きベッド数等の医療情報を常時把握できるよう体制を整備する。
(4) その他
ア　市は、医療救護班との情報連絡手段として、優先電話回線、防災行政無線等を確保する。
イ　各医療機関は、災害時優先電話回線を確保する。
３　現地医療体制の整備
　市は、府及び医療関係機関と相互に連携して、救護所において応急処置等を行う現地医療体制を整備する。
(1) 医療救護班の種類と構成
　市は、府及び医療関係機関と相互に連携して、災害の種類や時間経過に伴い変化する疾病傷病に対応できるよう、診療科目・職種別に医療救護班を構成する。
ア　緊急医療班
　災害発生直後に災害拠点病院が派遣する医療救護班で、救急医療従事者で構成し、被害状況を早期に把握するとともに、救護所等で主に現場救急活動を行う。
イ　診療科別医療班
　外科系、内科系、小児科、精神科及びその他の診療科目別の医療従事者で構成する医療班を構成し、救護所等で主に臨時診療活動を行う。ただし、各医療班は必要に応じて専門外の診療にも対応することとする。
ウ　歯科医療班
　歯科医療従事者で構成し、救護所等で活動する。
エ　薬剤師班
　薬剤師で構成し、救護所等で活動する。
(2) 医療救護班の編成基準等
  震災による多数の死傷者の発生に備えて、医師会等の医療関係機関の協力のもと救急医療体制の確立に努める。
ア　医療救護班の編成数、構成、参集場所、派遣方法等
イ　救護所の設置場所、設置基準、運営方法等
ウ　医師会に協力を依頼し、医療救護班編成基準の詳細を定め、又は調整する。
エ　医療救護班の受入れ及び救護所への配置調整を行う体制を整備する。
(3) 医療救護班の編成及び班員の集合場所
ア　救護所に詰める医療救護班の編成について、市は、保健所、医師会及び医療機関と連携し、体制を整えることとする。　
イ　医療救護班編成のための参集場所は、市災害医療センター（大阪府済生会新泉南病院）とする。ただし、災害対策本部（市）からの指示がある場合はそれに従う。
(4) 救護所の設置場所
　救護所の設置は、次の場所を想定する。
ア　開設した避難所（小中高校の保健室その他）
イ　広域避難地
ウ　必要に応じて次を設置場所とする。
(ｱ) 未開設の指定避難所
(ｲ) 保健所、医院等
(ｳ) 被害の状況により必要な地区の公民館、公共施設等
(ｴ) 総合病院や外科病院の直近（特に大規模災害の場合）
(ｵ) その他必要と認められる場所
(5) 協力体制の整備
　大規模災害で、市内の医療機関で対応しきれない場合を想定し、日本赤十字社、府、その他関係機関と救護所を含めた救護医療体制をあらかじめ調整しておくものとする。
４　後方医療体制の整備
　市及び府は、後方医療体制を充実させるため、機能別・地域別に災害医療の拠点となる「災害医療機関」を設定し、連携体制を推進する。
(1) 市災害医療機関の整備
　　ア　市災害医療センターの整備　　
　大阪府済生会新泉南病院を泉南市災害医療センターと定め、次の活動を行う。
(ｱ) 市の医療活動の拠点としての患者の受入れ
(ｲ) 災害拠点病院等と連携した患者受入れに係る地域の医療機関間の調整
　　イ　災害医療協力病院
　聖心会堀病院を災害医療協力病院と定め、災害拠点病院及び市災害医療センター等と協力し、率先して患者を受け入れる。
　(2) 府災害医療機関の整備
  前項のほか、府は府域に災害拠点医療機関を次のように設定し、災害時のために広域医療体制を整備する。
　　ア　災害拠点病院
　　　(ｱ) 基幹災害医療センター      　
　地域災害医療センターの活動に加え、患者の広域搬送に係る地域災害医療センター間の調整を行う。
　平常時においては、災害医療の研修機能を有する。
　　　(ｲ) 地域災害医療センター
ａ　２４時間緊急対応により、多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の災害時に多発する緊急患者の受入れと高度医療の提供
ｂ　患者及び医薬品等の広域搬送拠点としての活動及びこれに係る地域医療機関との調整
ｃ　地域の医療機関のため、応急用医薬品及び医療資器材の備蓄及び貸出し等による支援
ｄ　自己完結型の医療救護班の派遣
ｅ　広域患者搬送への対応
　　イ　特定診療災害医療センター
　循環器疾患、消化器疾患、アレルギー疾患、小児疾患、精神疾患等、専門診療を必要とする特定の疾病対策の拠点として活動を行う。
５　病院防災マニュアルの作成
　すべての医療機関は、防災体制や災害時の応急対策等を盛り込んだ病院防災マニュアルを作成し、非常時の診療体制を確立する。
６　医薬品等の確保体制の整備
　市は、府及び日本赤十字社大阪支部とともに、医療関係機関及び医薬品等関係団体の協力を得て、医薬品、医療用資器材、輸血用血液等の確保体制を整備する。
(1) 医薬品及び医療用資器材の確保体制の整備
　市は、府と協力して、備蓄すべき医薬品等の品目、数量を定めるとともに、医療関係機関等と協力し、医薬品及び医療用資器材の確保体制を整備する。
ア　災害拠点病院等での備蓄
(ｱ) 災害拠点病院
(ｲ) 特定診療災害医療センター
(ｳ) 泉南市災害医療センター
イ　卸業者による備蓄
ウ　大阪府薬剤師会医薬品備蓄センター（会営薬局）による備蓄
(2) 輸血用血液の確保体制の整備
　　日本赤十字社大阪支部は、輸血用血液の確保体制を整備する。
７　患者等搬送体制の確立
　市は、府と協力して、災害時における患者、医療救護班及び医薬品等の大量かつ迅速・適切な搬送のため、陸路・海路・空路を利用した搬送手段の確保と搬送体制の確立を図る。
(1) 患者搬送
　市は、府と協力して特定の医療機関へ患者が集中しないよう、大阪府救急医療情報システムの受入れ可能病床情報等に基づく適切な搬送体制を確立する。
(2) 医療救護班の搬送
　市は、府及び医療関係機関と協力し、救護所等における医療救護活動を行うための医療救護班の派遣手段・方法を確立する。
(3) 医薬品等物資の輸送
　医薬品等の受入れ及び救護所等への配送供給体制を確立する。
８　個別疾病対策
　市は、府とともに専門医療が必要となる人工透析、難病、循環器疾患、消化器疾患、血液疾患、小児医療、周産期医療、感染症、アレルギー疾患、精神疾患、歯科疾患等について、特定診療災害医療センター、各専門医会等関係団体と協力して、医療機関のネットワーク化、必要医薬品等の確保・供給体制及び在宅医療患者への情報提供方法等を整備する。
９　関係機関協力体制の確立
(1) 地域医療連携の推進
　市は、府とともに地域保健医療協議会を活用し、災害時の医療救護方策の検討や訓練の実施
等、地域の実情に応じた災害時医療体制を確立する。
(2) 災害拠点病院等連絡協議会の設置
　 eq \o\ad(府は、災害拠点病院等で構成する連絡協議会を設置し、災害拠点病院及び関係機関との連,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)絡・協力体制を確立する。
　また、連絡協議会は、災害医療体制マニュアルや、災害医療研修・院内災害医療訓練・教育プログラムの策定に係る助言や企画・提案、実施に協力する。
10　医療関係者に対する訓練等の実施
(1) 災害医療に関する研修
　市は、基幹災害医療センターが実施する、災害時の医療関係者の役割、特徴的な傷病、治療等についての研修会への参加を推進する。
(2) 災害医療訓練の実施
  各医療機関は、年一回以上の災害医療訓練の実施に努める。
　市は、府及び災害医療関係機関等と協力して、地域の関係機関と共同の災害医療訓練を実施する。
【付表 2-3-2】 市内医療機関一覧表
【付表 2-3-3】 大阪府南部災害医療機関一覧表
【付図 2-3-1】 市内医療機関位置図

第８　避難体制の整備
実施担当  総務部政策推進課、都市整備部施設管理課・施設整備課、泉南警察署、関係機関、避難施設管理者
方針
  市及び関係機関は、災害時に市民が安全かつ速やかに避難できるよう、総合的かつ計画的な避難対策の整備を図る。
  避難所及び避難地（以下、「避難所等」という。）は、状況の変化に応じて適切な施設を選定し、その周知徹底を図るとともに、避難施設及び周辺環境の整備に努める。
現況
 eq \o\ad(  本市では市立小中学校を中心に、あらかじめ避難所として指定（以下、「指定避難所」とい,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)う。）し、比較的規模の大きい公園等を広域避難地として指定しているが、これを取り巻く環境の変化と、各種災害に対応する安全な避難所等の見直しが求められるとともに、それに対応する避難施設の保全整備に努める必要がある。  
  本市の山間部集落においては、避難所まで遠距離の移動を要する場合もあり、避難所のあり方の検討が望まれる。
【付表 2-1-8】 避難路一覧表
【付表 2-1-9】 指定避難所一覧表
【付表 2-1-10】準指定避難所一覧表
【付表 2-1-12】一時避難地一覧表
【付表 2-1-13】広域避難地一覧表
【付図 2-1-2】 避難所等位置図
計画
１  避難所
避難所とは、あらかじめ指定された指定避難所及び指定外の公共施設、民間施設のうちで、災害発生に伴い市長（又は職務代理者）の指示により、避難所として開設されるものをいい、次のように区分される。
(1) 指定避難所
ア　災害発生時において、避難所としての機能を果たすものとして地域の小学校、中学校、公民館等を指定し、整備する施設
イ　３４箇所を指定する。
(2) 準指定避難所
ア　災害発生時において、指定避難所の収容可能人数が不足する場合等に使用する目的で指定避難所に準じて指定し、整備する施設
イ　１４箇所を指定する。
(3) その他の施設
　災害時において、必要に応じて市長の指示により、避難所として開設される次の施設
　指定避難所及び準指定避難所（以下、「指定避難所等」という。）以外の公共施設又は協定、公用負担等により避難所として提供される民間施設
２　指定避難所等の選定基準及び避難圏域
(1) 指定避難所の収容可能人数は、避難者一人当たりの必要面積を、概ね２㎡以上として算定する。
(2) 避難圏域の境界は、原則として町丁単位とするが、町丁区画が細分化されていないような場合は、道路、河川、鉄道等を境界とする。
(3) 指定避難所の収容可能人数が不足するため、住民等が最短距離にある指定避難所に避難しきれない町丁がある場合には、歩行距離が極端に増加しないよう留意してその町丁のために、別の指定避難所を定めるものとし、各町丁から指定避難所までの歩行負担、危険負担がなるべく均等になるようにする。
(4) 避難圏域は、夜間人口により定める。ただし、昼間人口が増加する地域では、指定避難所の収容可能人数に余裕を持たせるため、準指定避難所の追加指定を検討する。
３  指定避難所等の整備
  指定避難所等の整備は、単に避難所としての整備にとどまらず、地区の防災拠点と位置付けて各種の防災機能の強化を図り、地域の防災力を高めるとともに、避難者の円滑な収容とその安全確保等に資することが必要である。この場合、災害弱者のための十分な配慮に努める。
(1) 安全確保
ア　盛土、高床、防水壁等の耐水設備の整備
イ　指定避難所等の耐震構造化に努める。
ウ　指定避難所等及び周囲の不燃化（消火栓、防火水槽、防火林等の防火設備の整備）
(2) 収容に必要な設備等の整備
ア　指定避難所等の案内図の整備
イ　誘導標識等の整備
ウ　指定避難所等の表示板の整備
エ  進入路及び入口の拡張、規模に対し進入路及び入口数の少ないものはその増設。    
オ　通路の障害物の除去
カ　適切な照明の整備
キ　駐車場の確保
ク　医療救護所の予定場所の確保
(3) 収容者の滞在援助
ア　災害時に派遣すべき職員の指名等
イ  食料、生活必需品、常備薬、炊き出し用具、生活関連資機材、災害弱者用資機材等の備蓄
ウ　給水施設の整備
(ｱ) 広域避難地内又は周辺の浄水場・配水場の貯留水の利用に必要な機材の整備
(ｲ) 広域避難地内又は周辺の公共施設、ビル等の受水槽の活用のための管理者との協議
(ｳ) 飲料水兼用耐震性貯水槽又は井戸の整備
(ｴ) プール、井戸水等のための簡易浄水器、浄水剤、試薬等の備蓄
(ｵ) 海水の淡水化装置等給水機材の整備
エ　換気、照明等生活環境設備の整備
オ　有線・無線通信機器、電話、放送設備、テレビ（ケーブルテレビ）、ラジオ等の情報機器の整備
カ　防災資機材の備蓄
キ　非常用電源の整備
ク　ライフライン関係設備の整備及び耐震化
４　避難地の指定及び基準
(1) 一時避難地   
ア  災害発生時において住民が一時的に避難できるように必要なオープンスペースとしての機能を果たすものとして指定し、整備する施設
イ　概ね１ha以上の公園等を一時避難地とするが、このほか、周辺の状況から安全と思われる場所として、その他の公園を併せて一時避難地に含めるものとする。
ウ　２３箇所を指定する。
エ　周辺に適切な一時避難地が存在しない地区については、一定規模の空閑地等をオープンスペースとして機能させるものとする。
(2) 広域避難地
ア　火災の延焼拡大によって生じる輻射熱、熱気流から、住民の安全を確保できる場所として指定する。
イ　原則として次の基準にあう公共施設から選定する。基準を満たさない場合には、周辺の状況から安全と思われる場所を含めるものとする。
(ｱ) 想定される避難者１人当たり概ね１㎡以上の避難有効面積を確保できること。
(ｲ) 延焼火災に対して有効な遮断ができる概ね10ha以上の空地
ウ  ３箇所を指定する。
５　避難地の整備
　　避難所の整備に準じて行う。
６  避難路の選定・整備
(1) 避難路の選定基準
　次の道路を避難路として選定する。
ア　広域避難地に通じる道路
イ　原則として幅員が１５ｍ以上の道路（ただし、沿道に耐火建築物が多く存在し、避難者の安全が確保できると認められる場合には、幅員１０ｍ以上の道路）及び１０ｍ以上の緑道
ウ　落下物、倒壊物による危険等、避難の障害のおそれが少ないこと。
エ　水利の確保が比較的容易なこと。
　ただし、広域避難地までの避難が困難な場合には、周辺の状況から安全と思われる一時避難地に避難するための道路を避難路として確保する。
　また、緊急交通路と重複して指定する路線は、避難誘導や交通規制に十分配慮する。
　【付図 2-1-3】 避難路位置図
(2) 避難路の安全確保
  市及び関係機関は、次により避難所への避難路の安全確保を図る。
ア  火災に対する安全性の強化
(ｱ) 避難路の沿道は、避難者を市街地大火から守るため、有効な耐火建築物の整備を促進する。
(ｲ) ブロック塀等倒壊の危険性のある街角危険物の安全化、自動販売機等路上障害物の徹去等を徹底し、突発的な震災に備える。
(ｳ) 必要な箇所に貯水槽等の消防水利等避難者の安全に必要な施設を整備する。
(ｴ) 避難路に防火樹等の植栽を施す。
イ　周知
　突発的に発生する地震に備えて、次の事項を住民に周知する。
(ｱ) 避難路への駐車禁止
(ｲ) 荷物等の路上放置自粛
(ｳ) 災害が発生し、避難する場合の自動車の使用禁止
ウ　交通規制
　避難路は、警察の協力を得て平常時において次の規制等に努める。
(ｱ) 駐車禁止の措置
(ｲ) 取締りの強化
エ　その他
(ｱ）落下・倒壊物対策の推進
(ｲ）誘導標識、誘導灯の設置
(ｳ）段差解消、誘導ブロックの設置等
７　津波、土砂災害等の場合の避難地及び避難路の選定
　津波、浸水、土石流、地すべり、がけ崩れ等に備え、それぞれの地域の実情及び災害特性に応じた安全な避難地及び避難路を選定する。
(1) 避難地
　避難者１人当たり概ね１㎡以上を確保できる安全な空地
(2) 避難路
  避難地又はこれに準ずる安全な場所に通じる幅員３ｍ以上の安全な道路及び緑道
８　避難所の管理運営に関する事前準備
避難所の管理運営に当たって、避難所の管理運営マニュアルの作成、担当職員の指定、自主防災組織との平常時からの連携強化、災害対策本部との連絡体制などについて、事前準備を行う。
９　避難所の施設管理者等との協定締結及び事前協議
  災害時に避難所として適切な対応ができるよう、施設管理者と平常時から十分な事前協議を行う。
(1) 市が管理する施設以外の施設管理者等とは、所要の協定の締結に努める。
(2) 指定避難所、準指定避難所以外の公共建築物で、避難所として使用可能な施設を調査し、緊急の場合に避難所として開設できるよう整備を図る。
(3) 避難所として必要な維持管理の徹底を図る。
(4) 勤務時間外の避難所の開設を速やかに行うため、施設管理者との連携体制の強化や鍵の適切な管理を図る。
(5) 避難所として利用可能な民間施設の調査を進める。 
10　災害危険箇所ごとの避難施設及び避難方法
  災害危険箇所ごとに、次のような事項からなる警戒避難方法を定め、毎年これを見直し、必要に応じて市報「広報せんなん」に掲載し、市民に周知徹底を図る。
(1) 情報連絡体制
(2) 避難施設等
(3) 避難路
11  避難所等に関する広報
  避難に関する情報について、市報「広報せんなん」に掲載するほか、浸水想定区域や避難所等の所在地等を記した防災マップ等の配布を行い、市民に対する周知徹底を図る。
12  災害弱者等の避難対策
(1) 災害弱者、遠距離避難者等のために、避難応援の検討を行う。
(2) 災害弱者のため、日頃から近隣住民又はボランティアとの交流等を促進し、発災時の避難介助に資する。
(3) 指定避難所等において、災害弱者のために次のような福祉的整備を行う。
ア　段差の解消、階段・手洗い等に手すりの設置、スロープの設置、身障者用トイレ（福祉仕様）の設置、文字放送が可能なケーブルテレビの設置等
イ　施設管理者の協力を得て、避難所生活において支障なく移動できるルート（仮設スロープの準備等）を確保するなど、避難生活（水・食料・物資の受け取り、簡易トイレの使用等）に支障のないよう配慮する。
ウ　施設管理者の協力を得て、府とともに、日常生活用具等、備品の整備に努める。（施設ごとの備品の整備が困難な場合は、緊急時に支障なく使用に供することができるよう管理体制を整える。）
エ　身障者用便器、車椅子、ベッド等身障者用資機材について、緊急時に入手できるよう、業者等にあらかじめ申し入れを行う、若しくは協定を結ぶ。
(4) 老人集会場等の社会福祉施設を福祉避難所として指定し、要援護障害者等の受入れ体制の整備を行う。
(5) 多人数の避難に供する施設の施設管理者は、大阪府福祉のまちづくり条例や泉南市福祉のまちづくり重点地区整備計画等に基づいた整備・改善に努める。
13　学校、社会福祉施設等における避難対策
　学校・幼稚園・保育所、社会福祉施設・病院等、多数の者が利用する施設の施設管理者は、災害時に施設内の利用者等を安全に避難させるため、日頃から市、消防本部、泉南警察署等関係機関と協議の上、下記事項について避難計画を定め、避難訓練を実施する。
(1) 避難実施責任者
(2) 避難の時期（事前避難の実施等）
(3) 避難者の順位（施設利用者、一般職員、防災要員の順とする。）
(4) 避難誘導責任者・補助者
(5) 避難誘導の要領・措置
(6) 避難者の確認方法
(7) 家族等への引き渡し方法
(8) 登下校時の安全確保（緊急通学路の指定）
(9) 通学路周辺の危険箇所の周知（ブロック塀等の危険性）
14　避難誘導体制の整備
(1) 地域特性を考慮した避難誘導体制の整備に努めるとともに、災害弱者の誘導に配慮し、集団避難が行えるよう自主防災組織、赤十字奉仕団、自治会など地域住民組織と連携した体制づくりを図る。
(2) 府が示す指針を踏まえて、市が作成する重度障害者等災害弱者安否確認マニュアルに則して、福祉事務所が中心となって、民生委員・児童委員を通じ、福祉サービスを利用している要援護高齢者、障害者等の所在等について、本人の意思及びプライバシーの保護に十分留意しつつ把握に努める。
(3) 府と連携を図りながら、福祉避難所（二次的な避難施設）等において、要援護高齢者、障害者等の相談や介助などの支援対策が円滑に実施できる要員の確保に努める。
15　応急仮設住宅建設予定地
　災害により、避難者等に対して住宅を建設する必要が生じた場合に備え、次の施設を応急仮設住宅建設の候補地とする。
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　　必要面積：大阪府が行った地震被害想定調査により算出されたもの
第９　要援護高齢者・障害者等支援体制の整備
実施担当　健康福祉部生活福祉課・保健推進課・高齢障害福祉課・児童福祉課、総合福祉センター管理課、総務部政策推進課、関係機関、関係施設管理者
方針
  市及び関係機関は、震災時における災害弱者の安全保護のため、施設及び地域社会の協力のもとに、災害弱者の把握、設備等の点検改良、施設ごとの防災計画策定と訓練実施、指導・啓発等の施策に努める。
現況
  災害弱者とは、高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦その他これらに準じる者をいう。また、外国人や旅行者も、災害の認識や避難勧告等の受理、地理不案内による自力避難等が困難であることなどから、災害弱者と考えられている。
  本市でも高齢者、乳幼児、心身障害者等の災害弱者についての調査を進めているが、今後も一層その実態を把握し、きめの細かい防災対策の実施体制の整備に努めることとしている。
【付表 2-2-2】 災害弱者の状況
計画
１  社会福祉施設等における対策
(1) 防災計画の策定
  震災発生時の職員の任務分担、動員体制等の防災組織の確立、家族への緊急連絡、入所者の避難、地域との連携等を網羅した綿密な防災計画を策定する。
(2) 防災教育及び防災訓練の実施
  策定された防災計画が災害発生時に有効に機能し、円滑に避難が行えるように日頃から入所者に対して必要な防災教育を実施する。併せて、各施設ごとに定期的に防災訓練を実施する。
この場合には、必要に応じて家族、ボランティア、近隣住民等の協力を得る。
(3) 施設、設備等の安全点検
  震災発生時に施設自体が倒壊したり、火災が発生したりすることのないよう施設や付属危険物を常時点検する。
(4) 地域社会との連携
  社会福祉施設等の入所者は、自力での避難が困難である者が多く、震災発生時の避難にあたっては、施設職員だけでは不十分である。常に、施設と地域社会との連携を密にし、震災時には地域住民の協力が得られる体制づくりをする。
(5) 緊急連絡先の整備
  緊急発生時には家族と確実に連絡がとれるよう、緊急連絡先の整備を行う。
２  在宅で介護が必要な者への対策
(1) 対象者の範囲
  防災上対象となる要介護者の範囲は、災害弱者のうち在宅で生活を営む重度障害者、要援護高齢者、乳幼児及びこれらに準ずる者である。
(2) 要介護者の把握
  市関係各課においては、それぞれの所管業務遂行上の必要から要介護者名簿を保管している。ただし、これらの要介護者名簿はプライバシー保護の立場からその管理に注意する。
(3) 防災についての指導・啓発
  広報等により要介護者をはじめとして、家族、地域住民に対する啓発を行う。
ア  要介護者及びその家族に対する指導等
(ｱ) 日頃から防災に対する理解を深め、災害発生時の対応の方法について対策を講じておく。
(ｲ) 災害発生時には近隣の協力が得られるよう日常的に整備する。
(ｳ) 防災訓練等が実施される場合は参加するよう働きかける。
イ  地域住民に対する指導等
(ｱ) 区・自治会等において、地域住民の要介護者の把握に努め、その応援体制を平素から整備する。
(ｲ) 災害発生時には対象者の安全確保に協力する。
(ｳ) 防災訓練等に要介護者及びその家族が参加するために必要な協力を依頼する。
ウ  災害弱者、応援団体等に対する防災知識の普及
　ボランティア、ヘルパー等災害弱者を応援する個人又は団体に対し、災害弱者のための防災知識に関する指導・啓発を行い、あるいは災害弱者のための防災マニュアルを配布し、防災知識の普及を図る。
３  外国人等への対策
  外国人及び旅行者が、災害時にも安全に行動できるような環境づくりの整備を図るものとする。
(1) 外国人向けの防災リーフレット等の広報印刷物の配布
(2) 旅行者が認識しやすい避難路、避難所等の標識の設置
(3) 外国人向けの外国語・ローマ字等併記の道路、避難路及び避難所等の標識等の設置
(4) ホテル及び観光施設等に対し、外国語併記の掲示板・案内を含めた防災サービスに関する指
導の強化
(5) 外国語、ローマ字等併記の防災マップの掲示
(6) 地域住民等による応援体制づくり
４　その他の災害弱者
　福祉施設入所者、在宅要介護者、外国人等以外であっても、高齢者、障害者、妊婦等、災害発生時に被害を受ける可能性の高い人々に対して、日頃から次のことを実施する。
(1) 家族と併せての防災教育及び防災訓練への参加の呼びかけ。防災訓練については災害弱者が参加できるものを計画する。
(2) ボランティア、ヘルパー、近隣住民との交流及び災害時支援体制の整備。
(3) 災害弱者名簿の整備。特に災害時に必要な個人別の支援内容の把握。
５　福祉避難所の整備
　災害時において、災害弱者の二次的な避難施設を確保するため、老人集会場その他社会福祉施設管理者の協力を得て、社会福祉施設等を福祉避難所とする。可能なものはあらかじめ調整して福祉避難所として指定する。
６　災害時の相談窓口の整備等
(1) 災害時において、災害弱者及びその家族のために相談窓口を設けて災害弱者を支援するものとし、そのために必要な要員は、あらかじめ確保しておくものとする。
(2) 相談窓口は、災害弱者の受入体制が整備された避難所、福祉避難所その他必要と認める場所に置くものとする。 

第１０　給水体制の整備
実施担当　水道部工務課・業務課、総務部情報管理課
方針
　市は、上水道用配水管が被災し、水道配管による給水が不能に陥った場合に備えて、給水資機材の備蓄、既存貯水施設等の活用、給水拠点予定地の指定等、必要な措置を講ずるものとする。
  また、震災発生後３日間は、１日１人当たり３リットルの飲料水を供給し、それ以降は順次供給量を増加できるよう体制の整備に努める。                                       
現況
　　市は給水活動を円滑に行うため、給水資機材を備蓄している。
【付表 2-3-4】 応急給水資機材一覧表
計画
１  応急給水用資機材等の備蓄
  今後も応急給水用に必要な資機材等の備蓄を推進する。その具体的な品目としては、次のようなものがある。 
パック水、給水タンク、給水タンク運搬用車両、簡易浄水器、水質検査機器・試薬、
消毒用塩素剤、ポリタンク、飲料水袋等
２　既存貯水施設等の整備
　既存貯水施設の保全、整備、充実等に努める。
(1) 浄水場・配水場の貯留水の活用
(2) 公共施設、ビル等の受水槽の活用
(3) プール、噴水等の活用
(4) 井戸の調査及びその保全
(5) プール、井戸水等のための簡易浄水器、浄水剤、試薬等の備蓄
３　新たな給水施設等の整備
(1) 広域避難地、その他必要な箇所に飲料水兼用耐震性貯水槽又は井戸の整備を図る。
(2) 海水の淡水化設備の検討を行う。
４　給水拠点予定地
　　給水拠点予定地は次のとおりとする。
(1) 開設した避難所
(2) 広域避難地
(3) 必要に応じて次を給水拠点とする
　ア  未開設又は一時開設の指定避難所
　イ  広範囲にわたって断水している住宅地の公民館等
　ウ  その他被害の状況により必要な地区の公民館等
５　応急給水マニュアルの整備
　震災の場合、上水道施設に大きな被害がでた場合を想定し、緊急調査、応急措置、緊急検査、応急給水等必要な事項についてマニュアルを整備しておく。
６  協力体制等の整備
(1) 区・自治会、自主防災組織、ボランティア及び消防団等に対して、貯水槽及び給水拠点予定地に関する情報を提供し、災害時の給水活動の中心的な担い手となるよう働きかける。
(2) 指定水道工事業者等と協定を結ぶなど協力体制を確立し、災害時の応急給水に対する備えに万全を期す。
(3) 市町村の相互応援協定にも、給水資機材等の相互応援を盛り込む。
(4) 府への応急給水要請の場合に備えて連絡体制を整備する。
(5) 指定避難所等の周辺の公共施設、ビル等の受水槽の活用のための管理者との協議を行う。
７  広報体制の整備
  (1) 災害発生の場合の給水拠点について、広報車等で周知を図る。
(2) 災害発生時に備えてあらかじめ、給水拠点、給水時間等を広報するための、広報車その他の広報体制の整備を図る。

第１１　生活関連物資の整備
実施担当　総務部政策推進課、健康福祉部総合福祉センター管理課・高齢者福祉課
方針
  市及び関係機関は、応急対策の実施に必要な飲料水、食料、生活必需品等の生活関連物資について備蓄、保管、市民の協力体制の整備、調達体制の整備、府への要請体制の整備、他市町村の相互応援協定の締結、物資流通ルートの確保等を行い、物資の総合的な確保体制を確立するものとする。
現況
  本市では、備蓄物資を保管する場所を設置し、計画的な災害用物資の確保に努めている。
     災害用物資備蓄一覧表 　　　           　　　　　　　　　　（平成13年10月現在）
	
	 　種   類
	    備 蓄 品 目
	備蓄数量
	備蓄目標
	備　　　考
	

	
	 食　糧　等
	  eq \o\ad(ｻﾊﾞｲﾊﾞﾙﾌｰｽﾞ25,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	      １０箱
	      －
	　１箱（約60食分用）
	

	
	
	  eq \o\ad(アルファ化米,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	  ３２４０食
	  １３４４食
	　１食あたり（100ｇ）
	

	
	
	 乾パン(氷砂糖入り)
	  　７５１缶
	      －
	　１缶あたり（100ｇ）
	

	
	
	  eq \o\ad(高齢者用食品,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	　　　２０食
	      ２７食
	　１食あたり（23ｇ）
	

	
	
	  eq \o\ad(粉ミルク,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	     －
	      １４人／日
	
	

	
	
	  eq \o\ad(飲料水,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	    ９３０本
	      －
	　１本あたり（500ml）
	

	
	 生活必需品
	 毛　　　　　　　布
	    ４１０枚
	    ４０３枚
	　真空パック包装
	

	
	
	  eq \o\ad(懐中電灯,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	      ４０個
	      －
	
	

	
	
	  eq \o\ad(ローソク,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	      ２０本
	      －
	
	

	
	
	  eq \o\ad(哺乳ビン,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	     －
	      １４本
	
	

	
	
	  eq \o\ad(おむつ,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	     －
	    ２０２個
	
	

	
	
	  eq \o\ad(生理用品,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	     －
	　２２２８個
	
	

	
	
	  eq \o\ad(簡易トイレ,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	　　　　６個
	      １３個
	
	

	
	
	  eq \o\ad(発泡スチロール容器,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	　４０００枚
	      －
	
	


【付表 2-3-5】 府災害用備蓄物資一覧表
【付表 2-3-6】 府内の食料及び生活必需品等調達取扱業者一覧表
【付表 2-3-7】 市内の食料及び生活必需品等調達取扱業者一覧表
【付表 2-3-8】 学校給食施設一覧表
計画
１　生活関連物資確保の手段等
　広域交通及び市内交通に大きな被害が生じ、応援ルートが遮断されることに備えて次のことを実施する。
  (1) 物資の確保
ア  市は、災害時に備えて食料、生活必需品等重要物資について、次の基準による備蓄を目標として行うとともに、一層の充実に努める。
	
	   種　　類
	品　　　　目
	
	

	
	 食　料　等
 生活必需品
 生活関連機材
	 アルファ化米
 高齢者用食
 粉ミルク
 哺乳ビン
 毛　布
 おむつ、生理用品
 簡易トイレ
	 避難予定者注のうち要援護高齢者等の１食分
 避難予定者１食分
 避難予定者のうち粉ミルクが必要な乳児の１日分以上
 必要量
 避難予定者のうち高齢者、年少者等配慮を要する人た
 ちの必要量
 １日分
 必要量
	


注：避難予定者とは、大阪府が行った地震被害想定調査により、本市域において予測される避難所生活者数
イ  市民自身の防災意識の高揚、市民自身による備蓄の必要性等について、常時、広報等を行い、備蓄の促進並びに自給化を図る。
ウ  市内外の業者との協定を推進し、在庫積み増し、緊急手配による調達等の協力体制の構築を図る。
エ  緊急時には府への要請を行い、府による物資調達協力を得るほか、府を通じて他府県も含めた広域の他市町村への協力要請を行う。
オ  府外を含め、広域の市町村と、物資その他についての相互応援協定をあらかじめ締結する。
  (2) 補給ルートの確保
ア  国、府に要請して、広域道路網の耐震化に重点をおいた整備の促進を図る。
イ  広域的視点に立った緊急交通路の指定と、幅員の確保等必要な整備を図る。
ウ  避難所、防災倉庫等を含めた市内各防災拠点を結ぶ重要な道路を地域緊急交通路として、幅員の確保等必要な整備に努め、ネットワーク化を図る。
エ  大地震災害により、陸路が閉ざされた場合の物資補給ルートを確保するため、岡田浦漁港、樽井舟溜りの整備を図り、併せて、アクセス道路の整備を図る。
オ  緊急搬送を行うため、へリコプター指定発着地と幹線道路、防災拠点のアクセス道路の整備を図る。
２  確保すべき物資の種類
　避難者を収容し、生活応援を行うために必要な主要な生活関連の物資及び資機材を次に掲げる。
　なお、これらのうち備蓄を要するものは、災害発生時被災地域が外部との交通を遮断された状況で、当面の避難所運営に必要なもの及び調達は可能だが一時に大量入手が困難なもののうち、貯蔵性のあるものとする。
  (1) 生活関連物資
ア　食料　　　　：乾パン、米（アルファ化米）、粉ミルク、缶詰、その他
イ　飲料水　　　：ミネラルウォーター等
ウ　生活必需品　：下着、衣類、履物
紙おむつ、おむつカバー、生理用品、タオル、石鹸、ちり紙、ラップ等
毛布、マット等寝具類
医薬品
皿、コップ、箸、スプーン、ナイフ、なべ等炊事具・食器
乳児用品
ライター、懐中電灯、カセットコンロ・ボンベ、ＬＰガス、ＬＰガス器具等
掃除・洗濯用品
その他
  (2) 生活関連資機材等
ア　生活関連機材：簡易トイレ、炊き出し用具、その他
イ  情報関連機器：有線・無線通信機器、電話、放送設備、テレビ、ラジオ等
ウ  災害弱者用品：補聴器、盲人用つえ、点字器、補装具、ベッド、担架、車イス、洋式便器、介護機器等
エ　埋葬用品　　：棺桶、遺体袋、骨つぼ等
オ　その他　　　：スコップ、ツルハシ、ジャッキ、工具セット、大工道具セット、釘、ロープ、軍手、ゴーグル、防塵マスク、バケツ、シート、テント等
３　防災倉庫の整備
  　防災倉庫の整備にあたっては次の点に留意する。
　(1) 防災倉庫の条件
　　ア　湿地でなく、冠水しないこと。
　　イ　地盤条件がよいこと。
    ウ  交通等のアクセスが良いこと。
　　エ　耐火・耐震構造であること。
　　オ　備蓄品の搬出が迅速に行える構造とし、又は搬出が迅速に行える機械・設備を持つこと。
　　カ　運送車両の出入り、駐車に支障がないこと。
　　キ　倉庫の広さは、ホークリフト等の出入り・通風・管理スペースも計算に入れること。
　(2) 備蓄・供給体制の整備
    ア　できる限り避難所及びその周辺での備蓄倉庫の確保
    イ　備蓄物資の点検及び更新   
    ウ　定期的な流通在庫量の調査の実施    
    エ　供給体制の整備    
  (3) 物資保管の条件 　
    ア　通気を考えた保存とすること。
    イ　温度差が激しくないこと。
    ウ  湿気を避けるため、床（特に１階・地階等）にべた積みをしないこと。
    エ　物資の積み上げには、荷崩れ、破損のないよう注意すること。
  (4) その他
    ア  分散備蓄方式又は集中備蓄方式にふさわしい施設として整備すること。
　　イ　備蓄拠点、輸送拠点を検討すること。

第１２　防災資機材等の整備
実施担当　総務部政策推進課、都市整備部施設管理課、消防本部
方針
  市及び関係機関は、応急対策の実施に必要な資機材等について整備充実するとともに、随時、点検整備を行い保管に万全を期する。
  また、その調達先、調達方法等についても災害時に速やかに活用できるよう協定等の締結を図る。
現況
  防災関係の資機材庫としては、現在、１箇所の防災倉庫及び２箇所の水防倉庫、５箇所の消防分団車庫を設置している。 
【付表 2-3-9】  消防分団車庫一覧表
【付表 2-3-10】 市備蓄水防資機材一覧表
【付表 2-3-11】 府備蓄水防資機材一覧表
【付表 2-3-12】 市保有車両一覧表
計画
１  資機材の点検・補充
  各保管責任者は、防災用に備蓄した資機材を毎年定期的に点検し、使用に際しその機能に問題がないよう維持するとともに、不足品については逐次補充を行う。
２  防災倉庫等の設置
  応急対策の円滑化のため、応急用の食料等とともに、避難救助用資機材等の整備を図る。
(1) 市内における防災倉庫の設置
(2) 庁舎付近における緊急資材置場の確保
(3) 避難施設における医薬品・救護用機器等の整備
(4) 水防倉庫の整備
３  資機材の整備品目及び調達
  防災用資機材等の整備品目は次のとおりとし、市の保有資機材等で不足する場合に対処するため、それらを緊急に調達し得る体制の確立を図るものとする。
(1) 水防、消防等の資機材
(2) 特殊車両
(3) 救助用資機材
(4) 医療用薬剤及び資機材
(5) 災害弱者介護用資機材
(6) 上・下水道応急復旧用資機材
(7) 防疫用資機材
(8) 建設用資機材（道路・公共施設等の応急復旧、仮設住宅用資機材等）
(9) その他災害用資機材（各種車両、空気呼吸器、投光器、発電機等）
(10) その他（種苗、肥料等）
４  防災資機材の点検整備
  市で保有する防災資機材については、災害時に有効に使用できるよう定期的に点検を行う。
(1) 不良箇所の有無
(2) 機能試験の実施
(3) 種類、規格と数量の確認
(4) 薬剤等の効能及び使用期限の確認
(5) その他
  資機材等の点検結果は、常に記録しておくとともに破損等が発見されたときは、補充、修理を行う。また、防災資機材を必要とする小規模な防災訓練を繰り返すなど、資機材に対する技能修得及び知識の普及を図る。
５  技術者等の把握    
    資機材を扱う技術者等の確保体制の整備に努める。       
６  データの保全      
  地籍、権利関係書類並びに測量図、構造図等の復旧に必要な各種データを整備、保管する。特に、データ及びコンピューターシステムのバックアップ体制に万全を期す。

第１３　学校における事前準備
実施担当　教育委員会、学校長
方針
　教育委員会及び学校長は、災害に備えて災害時の応急計画を策定し、これに従い児童、生徒に適切な教育、訓練等を実施する。
現況
　学校長は、教育委員会の指導のもと、災害時の応急計画を策定し、これに従い児童、生徒に防災教育、防災訓練を実施している。
計画
１　災害の事前準備
(1) 学校長は、学校の立地条件を考慮し、事前に作成した災害時の応急計画に基づいて、児童生徒に防災教育、防災訓練等を適切に行うものとする。
(2) 避難所の指定を受けた学校の学校長は、日頃から児童又は生徒に対し、学校が避難所の指定を受けていること、災害の場合の避難の方法及び学校が避難所として開設された場合の心構え等について、周知させておくものとする。
(3) 学校長は、応急教育体制に備えて、次の事項を確認し周知する。
ア　学校行事、会議、出張等を中止する。
イ　児童生徒の避難訓練、災害時の事前指導及び事後処置、家族との連絡方法を検討する。
ウ　教育班、泉南警察署、消防本部、家族等への連絡網の確認を行う。
エ　時間外においては、学校長は所属教職員の所在を確認し、非常招集の方法を定め、教職員に周知しておく。
          第４節　災害の抑制と被害の軽減計画
第１　災害危険箇所予防計画
実施担当　都市整備部施設管理課・農林水産課・都市計画課、下水道課、消防本部、　土地等の管理者
方針
  市及び関係機関は、地震災害発生により、洪水、崩壊、地すべり、火災等の災害発生のおそれがある地域（災害危険箇所）を調査し、その把握に努める。また、市民が災害に関する認識を深め自主的に災害に対する予防措置を講じるよう必要な情報を提供するとともに、必要に応じて災害危険区域としての法指定や防災点検（パトロール）を行うなど、災害予防に努める。
現況
  本市には各種の災害危険箇所があるが、その内容は風水害編において記述する。
計画
１  災害危険箇所の把握
  災害危険箇所とは、災害の発生するおそれのある土地、又は災害の発生を誘発助長するおそれのある土地であり、市及び関係機関は、科学的な実態調査を行いその実情を把握する。なお、災害危険箇所は、都市化の進展や対策工事の施工等により、時とともに変化するので、適宜見直しを行う。
２  法令により指定されている災害危険区域等
  各種法令により災害危険区域等の指定を行い、指定区域内での建築行為の制限、対策工事の施工等を実施している。災害危険区域等には、次のものがある。
	
	災害危険区域等の名称
	災害の種類
	関係法令
	

	
	 急傾斜地崩壊危険区域
 地すべり防止区域
 砂防指定地
 保安林
 保安施設地区
 宅地造成工事規制区域
 土砂災害警戒区域
 土砂災害特別警戒区域
 災害危険区域
 防火地域・準防火地域
 22条指定区域
	 土砂災害（がけ崩れ）
 土砂災害（地すべり）
 土砂災害（土石流）
 土砂災害
 土砂災害
 土砂災害
 土砂災害
 土砂災害
 災害全般
 火災
 火災
	 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律
 地すべり等防止法
 砂防法
 森林法
 森林法
 宅地造成等規制法
 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律
 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律
 建築基準法
 都市計画法・建築基準法
 建築基準法
	


      （注）災害危険区域は、広義には一般的に災害のおそれがある危険区域をいう。
          狭義には建築基準法第39条の規定に基づく災害危険区域という意味があり、注意を
　　　　　要する。

３  国の調査要領に基づく災害危険箇所
  法令による指定は受けないが、国の調査要領等に基づき抽出される災害危険箇所には、次のものがある。

	
	    災害危険箇所の名称
	      災害の種類
	       関係省庁
	

	
	 急傾斜地崩壊危険箇所
 地すべり危険箇所
 土石流危険渓流
 地すべり等崩壊災害危険地
 山地災害危険地区
   山腹崩壊危険地区
   地すべり危険地区
   崩壊土砂流出危険地区
	 土砂災害（がけ崩れ）
 土砂災害（地すべり）
 土砂災害（土石流）
 土砂災害（地すべり等）
 土砂災害
	 国土交通省
 国土交通省
 国土交通省
 農林水産省農村振興局
 農林水産省林野庁
	


４  その他の災害危険箇所の把握
  市は独自の調査により、法指定及び国の調査要領による危険箇所以外の災害危険箇所の把握に努める。
５  災害危険箇所に対する予防措置
(1) 防災パトロール
  災害危険箇所に対し関係機関との調整を行い、防災パトロールを強化する。
(2) 事前措置の対象物の改善
  災害時に事前措置（災害対策基本法第59条）の対象となると予想されるものについては、市長は、その占有者・所有者又は管理者に対し、その旨を通知し、改善の指導を行う。
(3) 被害想定調査と対策検討
  各種要因に基づく被害を想定し、これに対する諸対策を検討する。
(4) 災害危険箇所の周知
  各災害危険箇所とその危険性について、必要に応じて関係機関及び住民等に周知を図る。
６　震災時のための準備
　震災の場合の調査担当者
(1) 災害危険箇所の二次災害に備えて、震災が発生した場合の調査担当者をあらかじめ定める。
(2) 遠隔地等で、緊急な調査が困難な場合に備えて、地元の自主防災組織又は区及び自治会等に
あらかじめ緊急な場合の調査を依頼しておくものとする。
(3) 災害危険箇所の危険が判明した場合の情報伝達体制を整備する。

第２　地盤災害予防計画
実施担当  都市整備部都市計画課・施設管理課・施設整備課、施設管理者
方針
  地震時の揺れ（地震動）そのものを防止することは不可能である。しかし、対策次第で強い地震動に対して、人的、物的被害を軽減することは可能である。
  市及び関係機関は、液状化の危険性が高い地域では可能な限り防災上重要な構造物の建設を避け、また地盤改良や建築物基礎の強化を図る。
現況
　地震は、一般に軟弱な地盤ほど地震動のエネルギーを増幅させるため、近接地域でも地盤の状況によって地盤震動（震度）が異なることが多々ある。
  液状化現象は、緩く堆積した砂地盤で地下水位が高い（浅い）地域に起こりやすい。
  市域では、河川・海岸沿いの低地の一部（後背湿地、旧河道、谷底平野）で液状化が発生するおそれがある。また、りんくうタウンは埋立地であるため、液状化に対する注意が必要である。
計画
１  液状化災害の防止
(1) 液状化発生の防止
ア  敷地の排水処理を十分行い、特別な水抜設備を設けるなど、地下水位が高くならないように配慮する。
イ  敷地が緩い砂地盤の場合は、地盤を締め固めたり、液状化しにくい土（粘土・礫）を混ぜ合わせるなど、地盤改良を行う。
ウ  敷地に盛土をする場合には、盛土材に水分の多い粘性土、腐植物の入った土、粒径の揃った砂を避け、十分な締め固めを行う。
(2) 構造物被害の防止
ア  構造物基礎を杭基礎又は鉄筋コンクリート造のベタ基礎・布基礎等にする。
イ  建築物は平面の細長い形や複雑な形を避ける。
(3) 地下埋設物被害の防止
  地下埋設物は液状化の影響を最も受けやすいので、設計及び施工時に液状化対策を十分に考慮する。
  また、既設のものについては、強度の低いものから順次、補修、取替えを実施するとともに、地下埋設物が被災した時の供給方法について事前に検討しておく。
２  構造物の耐震化
  地盤の震動特性を把握した上で、新たに構造物を建設する場合にはこの特性を勘案した耐震性構造物を建設し、既設の構造物については耐震性を診断して、その補強を行う。
  なお、対象となる構造物は、用途・機能別に以下のものである。
(1) 建物及びその附属施設
(2) 土木構造物（道路・橋りょう・堤防・鉄道等）
(3) ライフライン関連施設（上下水道・電力・ガス・電話）
(4) その他、特殊構造物等
３  不同沈下による災害防止
  不同沈下は造成地や軟弱地盤で起こりやすい。市域では、非常に軟弱な地盤の地域はほとんどみられないが、造成地及び埋立地が増加している。造成地及び埋立地では埋立部の不同沈下、切土部と盛土部の境界付近での不同沈下及び構造物被害が生じやすい。
  このような地域では、地盤の改良や十分な強度をもつ構造物とするように指導する。

第３　津波災害予防計画
実施担当　都市整備部、総務部政策推進課、関係機関
方針
  市及び関係機関は、大地震等により誘発される津波から、市民の生命・財産を保護するため、既に海岸部に整備された、津波災害等の防止のための防潮堤等の保全・整備を図るとともに、津波に対する早期警戒及び避難体制を整備する。
現況
  大地震が海底下の比較的浅いところで発生すると、津波が起きることがある。
  過去に大阪湾岸に襲来した津波の高さについては、1854年安政南海地震では堺で 2.5ｍ、1946年南海地震では淡輪で0.3ｍ、岸和田港内で1.0ｍ等の記録が残っている。
  現在、津波及び高潮対策として、海岸部には十分な計画天端高をもつ護岸等が整備されており、また、津波が予想されるときには水門・樋門等は、これを閉鎖する体制をとっている。
計画
１  海岸保全事業の推進
　府は、泉州海岸において、防潮堤嵩上げ等の整備を進めるとともに、泉州海岸における水門・排水機場等の海岸保全施設監視システムを整備する。
２  河川施設等の整備・点検
(1) 市及び府は、津波到達時に水門・樋門が十分な機能を果たすように、水門・樋門等の点検を定期的に実施するとともに、水防訓練等により水門・樋門操作の万全を期すよう努める。
(2) 各河川管理者等は、水防施設の破損による津波侵入防止と治水機能維持のため施設の点検・整備を行う。また、平常時から主要堤防の法面等の巡視・点検を行い、予防対策を検討する。
３  津波情報収集伝達体制の整備
(1) 地震発生時に海面の水位の異常な動きを発見し、これを関係機関に速やかに伝達するための、津波監視体制を確立する。
(2) 津波情報の正確な伝達を図るため、気象業務法で定める予報の種類及び標識（鐘音、サイレン）について、その周知徹底を図る。
(3) 津波情報伝達系統及び伝達先を再確認し、常に関係団体等の協力が得られるように連携を密にしておく。
(4) 正確な津波情報を速やかに周辺住民に提供する体制を確立する。
４　地下空間浸水災害対策の強化
(1) 情報伝達体制の整備
　地下駐車場、地下街、ビルの地下施設等の地下空間の分布把握に努め、地下空間の管理者等に対して、津波警報等の浸水の危険性に関する情報を的確かつ迅速に伝えられる体制の充実を図る。
　また、地下空間の管理者等は、災害時に利用者等が迅速かつ的確に避難できるよう、情報の伝達体制（利用者等への案内放送等）の確立に努めるとともに、震度速報、津波予報等に基づいて浸水の発生について判断できるように、地震・津波に関する情報等の入手に努める。
(2) 避難体制の整備
　地下空間において、浸水被害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、迅速かつ的確に避難勧告を行えるよう体制を整備する。
　地下空間の管理者等は、利用者等に対する避難誘導体制を整備するとともに、平常から非常出口、非常階段、避難設備の設置場所等の広報に努める。　
５  警戒避難体制の確立
(1) 府は、それぞれ管理する河川の必要な箇所において、防潮堤、橋りょう嵩上げ等の整備を進める。
(2) 大地震時に、地域住民が海岸に避難することがないよう周知徹底を図る。
(3) 関係機関と協力の上、津波発生の有無を確認する体制を整備する。
(4) 広報等により、津波に関する知識の普及に努め、津波の危険性からの回避を図る。
(5) 海岸利用者等が速やかに津波から避難できるよう、防波堤に避難口、避難階段等の施設及び誘導のための案内板等の整備に努める。
(6) 沿岸地域を重点とし、関係機関、地域住民、事業所等が一体となって、津波情報受伝達訓練、避難、避難誘導訓練等の実践訓練を定期的に実施する。

第４　二次災害予防計画
実施担当　都市整備部施設管理課・農林水産課・都市計画課、消防本部、関係機関
方針
  大地震発生後には、引き続き発生する余震、降雨等により、二次的な災害が発生することも考えられる。
  こうした二次災害の防止のため、市、消防本部及び関係機関は、必要な災害予防対策を実施する。
現況
　府において被災建築物応急危険度判定制度、被災宅地危険度判定制度、砂防ボランティア（斜面判定士等）制度を実施しており、市において協力体制の整備を図っている。
計画
１　被災建築物応急危険度判定制度の整備
(1) 被災建築物応急危険度判定士の養成、登録
　市は、府が震災に備えて行う応急危険度判定講習会の開催、応急危険度判定士の養成、登録等に協力し、協調する。
(2) 実施体制の整備
　市は、判定主体として、資機材の整備、被災建築物応急危険度判定士受入れ体制の整備等、実施体制の整備を図る。
(3) 被災建築物応急危険度判定制度の普及啓発
　市は、府及び建築関係団体と協力し、住民に対して、制度の趣旨について理解が得られるよう普及啓発に努める。
２　被災宅地危険度判定制度の整備
(1) 被災宅地危険度判定士の養成、登録
　市は、府の行う危険度判定講習会の開催、被災宅地危険度判定士の養成、登録等に協力し、協調する。
(2) 実施主体の整備
　市は、被災宅地危険度判定士受入れ体制の整備等、実施体制の整備を図る。
３　斜面判定制度の整備、活用
(1) 斜面判定制度の整備、普及
　市は、府及び砂防関係団体との連携によって、斜面判定制度の整備、普及を図る。
(2) 斜面判定制度の活用
　市は、府及び大阪府砂防ボランティア協会と協力して、斜面判定制度を活用し、土砂災害危険箇所の点検・巡視を行い、災害の防止に努める。

第５　各種災害予防計画
実施担当　都市整備部農林水産課・施設管理課・消防本部
方針
  大地震発生時には、地震動によるため池の破堤、土砂災害、危険物施設災害等、直接・間接に災害が発生することも考えられる。
  こうした災害の防止のため、市、消防本部及び関係機関は、必要な災害予防対策を実施する。
計画
１  破堤等による水害対策
(1)  eq \o\ad(各河川、水路、ため池等の管理者は震災による治水機能の損壊防止のため、平常時から巡,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)視・点検を行い、危険箇所の把握、堤体、樋門、余水吐等の保全及び耐震性の向上整備を図る。
(2) 河川、ため池等の水を、緊急な場合の消火・生活用水として確保できるよう、水辺へのアクセスの確保に努める。
２  地震動による土砂災害の対策
　(1) 土砂災害予防
ア  保安林を対象とした、土砂災害の発生抑止等の治山対策、がけ崩れ災害の未然防止を対象とした急傾斜地崩壊危険箇所への編入と崩壊防止対策、地すべり災害の未然防止を対象とした危険箇所の地すべり防止区域への編入と地すべり防止工事の実施等の府及び国の施策に協力し、地震発生の場合の二次災害の抑制を図る。
イ　災害危険区域を住民に周知する。
ウ　災害の場合に備え、通報体制、情報収集体制及び警戒避難体制について地域住民と市の連携の確立を図る。
３　危険物施設等の対策
　危険物施設等の設置又は変更許可にあたっては、危険物の転倒・落下・流出等による火災、爆発等の危険を防ぐため、地震動による慣性力等によって生ずる影響を十分考慮する。既設施設については立入検査等を通じて行政指導を行う。
第６　防災に関する調査研究の推進
実施担当　総務部政策推進課、関係機関
　市及び関係機関は、災害の未然防止と被害の軽減を図り、かつ総合的、計画的な防災対策を推進するため、災害要因、被害想定及び防災体制等について、調査研究を継続的に実施する。

    第５節　地震防災緊急事業五箇年計画の推進
実施担当　関係各部　
方針
　府は、市町村をはじめ関係機関等と協力し、地震防災対策特別措置法に定める地震防災緊急事業五箇年計画に基づき、事業の推進を図るものとする。
　市においても、地震防災対策の強化を図るため、地震防災緊急事業五箇年計画を推進する。
計画
１　計画対象事業
　　地震防災緊急事業五箇年計画の対象事業は、次のとおりである。
(1) 避難地
(2) 避難路
(3) 消防用施設
(4) 消防活動が困難である区域の解消に資する道路
(5) 緊急輸送を確保するために必要な道路、交通管制施設、港湾施設、漁港施設、又はヘリポート
(6) 共同溝、電線共同溝等の電線、水管等の公益物件を収容するための施設
(7) 公的医療機関その他政令で定める医療機関のうち、地震防災上改築又は補強を要するもの。
(8) 社会福祉施設のうち、地震防災上改築又は補強を要するもの。
(9) 公立の小学校又は中学校のうち、地震防災上改築又は補強を要するもの。
(10) 公立の盲学校、ろう学校又は養護学校のうち、地震防災上改築又は補強を要するもの。
(11) (7)～(10) までに掲げるもののほか、不特定かつ多数の者が利用する公的建造物のうち地震防災上補強を要するもの。
(12) 津波により生じる被害の発生を防止し、又は軽減することにより、円滑な避難を確保するため必要な海岸保全施設又は河川管理施設
(13) 砂防設備、保安施設事業に係る保安施設、地すべり防止施設、急傾斜地崩壊防止施設又は農業用用排水施設であるため池で、家屋の密集している地域の地震防災上必要なもの。
(14) 地震災害時において、災害応急対策の拠点として機能する地域防災拠点施設
(15) 地震災害時において迅速かつ的確な被害状況の把握及び住民に対する災害情報の伝達を行うために必要な防災行政無線設備その他の施設又は設備
(16) 地震災害時における飲料水、電源等の確保等により、被災者の安全を確保するために必要な井戸、貯水槽、水泳プール、自家発電設備その他の施設又は設備
(17) 地震災害時において、必要となる非常用食料、救助用資機材等の物資の備蓄倉庫
(18) 負傷者を一時的に収容及び保護するための救護設備等地震災害時における応急的な措置に必要な設備又は資機材
(19) 老朽住宅密集市街地に係る地震防災対策
(20) (1)～(19) に掲げるもののほか、地震防災上緊急に整備すべき施設等であって政令で定めるもの。
２　地震防災緊急事業五箇年計画の推進
	
	   部・局
	                  eq \o\ad(計画,　　　　　　　　　　　　　　　　)
	

	
	  eq \o\ad(都市整備部,　　　　　　　　　　)
	 りんくう南浜公園　　　　1.5ha  (整備済)
	

	
	
	 りんくう南浜２号緑地    1.8ha  (整備済)
	

	
	
	 砂川樫井線　　　　　　　0.22㎞
	

	
	  eq \o\ad(消防本部,　　　　　　　　　　)
	 耐震性貯水槽、救急業務高度化資機材緊急整備事業、
	

	
	
	 救急資機材統合整備事業、消防緊急通信指令施設Ⅰ型、
	

	
	
	 水槽付消防ポンプ自動車Ⅱ型
	

	
	  eq \o\ad(水道部,　　　　　　　　　　)
	 配水池、受水池築造　　　　2,500(
	



























